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はじめに

目　　次

平素、連合会業務につきましては、ご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。
　当連合会では、地質調査および関連業務の遂行に起因し、第三者に損害を与えた際に被
る損害賠償責任を補償する「第三者賠償補償制度」を1984年より運営してまいりました。
　本制度は当連合会会員企業の皆様のためにスケールメリットを生かした割安な保険料で
充実した補償内容となっており、おかげさまで加入企業数も年々拡大しています。
　ぜひ、ご検討のうえ、ご採用いただけますようご案内申し上げます。

　また、当連合会独自の「汚染地盤修復工事に関わる賠償リスク」を補償する「汚染地盤
修復工事賠償補償制度」も同時にご案内いたします。
　「第三者賠償補償制度」とあわせてご検討いただきますよう、ご案内申し上げます。

2024 年 10 月

一般社団法人　全国地質調査業協会連合会
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本制度の「約款」と「事故受付票」は代理店・扱者である株式会社ジオ・ビジネスサービスの
ホームページに記載していますので、併せてご確認ください。
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長特の」度制償補償賠者三第「1.

ー選べる２つの補償制度ー

「第三者賠償補償制度」には次のような特長があります。

ありません。

事故による賠償を補償します。

する、オリジナル補償制度です。

「第三者賠償補償制度」とあわせ「汚染地盤修復工事賠償補償制度」をご案内いたします。

各補償制度は、一般社団法人全国地質調査業協会連合会を保険契約者とし、その加入会員企業を被保険者
（保険契約により補償を受けられる方）とする団体保険です。

（2024年10月現在）

全地連加盟の地質調査業者のために５つの補償タイプ、２つのオプ
ションをご用意しました。
団体契約のスケールメリットを生かした、個別にご契約いただく
よりも割安な保険料をご提供します。
下請負人の事故もカバーします。

※「第三者賠償補償制度」のみ、「汚染地盤修復工事賠償補償制度」のみ、あるいは両方ともご加入することができます。

2. 長特の」度制償補償賠事工復修盤地染汚「

保険料は全額損金処理ができます。（2024年10月現在）
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第三者賠償補償制度
【基本プランの補償】

業務遂行による賠償リスク

地質調査・測量・ボーリング
関連業務・点検業務遂行中
の偶然な事故や、現場作業
のための施設の欠陥・管理
の不備により、他人にケガ
をさせ、また他人の財物（地
下埋設物を含みます）を損
傷させたことによる損害賠償
金等を補償します。

貴社が所有、使用または管理
する社屋・倉庫等の施設の
欠陥・管理の不備、または従
業員等の業務活動中の過失
による偶然な事故により、他
人にケガをさせ、また他人の
財物を損傷させたことによる
損害賠償金等を補償します。

施設の管理不備・施設での
業務活動による賠償リスク

ボーリングによる地質調査中に、
誤って地下に埋設されていた水道管
を切断し、その所有者よりその復旧
費用の賠償を請求された。

補償される事故例①

地質調査に起因して、突発的に地
下水が噴出し、他人の財物を汚濁
し、賠償を請求された。

補償される事故例②

社屋の看板が老朽化により落下し、
通行人がケガをし、賠償を請求さ
れた。

補償される事故例①

貴社が所有、使用または管理する
エレベータの誤作動により来客が
扉にはさまれケガをし、賠償を請
求された。

補償される事故例②

本制度加入者が日本国内で実施する以下の①～④の業務

※上記以外の道路建設、ビル建設、地下水路(上下水道)工事、トンネル工事などの業務を行う場合は、当該
　業務について個別の保険契約にて対応できますので、㈱ジオ・ビジネスサービスにお問合わせください。

地質または土質についての調査・計測・その他の地質調査（土壌・地下水
汚染にかかる調査を含みます。）の売上に該当する業務

（イ）さく井　（ロ）グラウト工事　（ハ）アンカー工事　（ニ）地下水排水工事
（横ボーリング工、集水井工およびこれらを含む排水トンネル工事）
（ホ）汚染地盤修復工事

路線測量・基準点測量等の一般測量業務

①②③の売上に含まれない、維持管理・点検にかかる業務

②測量業務

④維持管理・点検業務

③ボーリング関連業務

①地質調査業務

対象となる業務
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他人から借用している工事用機器・支給資材の賠償の補償

補償される事故例

オプション（1）

償
賠
者
三
第

業務終了・引き渡し後の事故による賠償の補償

オプション（2）

補償される事故例

補償される事故例③

現場に設置したフェンスが、管理の
不備により風によって飛ばされ、近
隣の住民がケガをし、賠償を請求さ
れた。

補償される事故例④

地質調査中に、道路に埋設された電
線を切断したことで、過電流が近隣
企業で生じ、保存されていたデータ
が消失してしまい、データの復旧費
用を請求された（PC自体の破損の
有無は問いません）。

業務のため自転車で銀行に行く途
中、運転を誤り子供に衝突してケガ
をさせてしまった。 

補償される事故例③

他人（リース・レンタル業者等）から借りたボーリングマシン
等の機器および発注者から支給された物（地盤計測機器
や鋼矢板等）を、作業中または保管中に損傷させたり、盗
難にあったりしたことによる損害賠償金等を補償します。

探査機（リース・レンタル）を落とし、
所有者より賠償を請求された。

業務終了後に、行った仕事（地質調査・測量・ボーリング
関連業務・点検業務）の欠陥により発生した偶然な事
故により、他人にケガをさせたり、他人の財物を損傷させ
たりしたことによる損害賠償金等を補償します。

地質調査終了後、業務により生じた空洞が陥没し、
通行車両が落ちて、搭乗者や通行人がケガをした。

補償される事故例⑤

報告書

個人情報 顔や表札、ナンバー

　ドローンによる測量業務において、
個人宅内を撮影してしまい、加工処
理をしないまま、発注者に提出して
しまったことで、プライバシーの侵
害として賠償を請求された。

　ドローンによる測量業務において、
ドローンを落下させてしまい、通行
人に当たり、失明させた。
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基 本 補 償

訴訟対応費用補償特約 支払限度額

請
負
・
施
設 初期対応費用補償特約 支払限度額

免責金額
人格権侵害補償特約

被害者対応費用補償特約 支払限度額

支払限度額
免責金額

管理財物損壊補償特約 支払限度額
免責金額

１事故・保険期間中につき1,000万円

請負：なし　施設：５万円
1回の事故につき被害者1名あたり1万円
1事故および保険期間中につき50万円限度
１事故・保険期間中につき1,000万円

基本補償の財物損壊の支払限度額に同じ（内枠払）
５万円

１名100万円・１事故1,000万円
５万円

賠償の種類

請

　負

施
設

身体
障害
（対人）

財物
損壊
（対物）

身体障害
・

財物損壊
共通

支払限度額
1名につき

支払限度額
1事故につき
免責金額

（自己負担額）
支払限度額
1事故につき

支払限度額
1事故につき

免責金額
（自己負担額）

免責金額
（自己負担額）

Sタイプ Aタイプ Bタイプ Cタイプ Dタイプ

2億円

4億円

2億円

2億円

4億円

1億2,000万円

1億5,000万円

3億円

9,000万円

1億円

2億円

6,000万円

5,000万円

1億円

3,000万円

な　　　　　し

5　　　万　　　円

1　　　億　　　円

5　　　万　　　円

事故発生時にお支払いする保険金の限度額をいいます。お支払いの対象となる損害のうち、協力費用、争訟費用について
は、原則として支払限度額の適用はありません。ただし、争訟費用については損害賠償金の額が支払限度額を超える場合
には取扱いが異なりますので、詳細は15ページ「お支払いの対象となる損害」をご覧ください。

※オプション（２）については、被害者対応費用補償特約、初期対応費用補償特約、訴訟対応費用補償特約が自動セットされます（支払限度額
は上記の「自動でセットされる特約」と同一となります。）。

支払限度額とは

保険金としてお支払いする１事故ごとの損害の額から差し引く額で、お客さまの自己負担となる金額をいいます。
免責金額とは

■補償タイプ

データ損壊復旧費用
補償特約

支払限度額
請
負 1事故につき1,000万円

（基本補償の財物損壊の支払限度額の内枠払）

（基本補償の財物損壊の支払限度額の内枠払）支払限度額

免責金額
支払限度額
免責金額

１事故・保険期間中につき2,000万円

10万円
１事故・保険期間中につき2,000万円

５万円

（1）借用・支給財物損壊補償特約

（2）生 産 物 賠 償 責 任 保 険

●ただし、盗取に起因する損害については、1事故および期間中
　につき1,000万円（上記支払限度額2,000万円の内枠）
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■主な事故例

事故の概要 保険金支払額

基本補償

６，０００万円

１，８３０万円

１，８３３万円

１２０万円

６，７９６万円

２，４６１万円

オプション（1）　 借用・支給財物損壊補償特約

オプション（2）　生産物賠償責任保険

埋設されていた電源ケーブルを切断。休業損失を含む約2億円の損害額に対
して過失割合35%のため、責任額が約7,000万円になり、Cタイプの支払限
度額6,000万円を超過。（下図＜Cタイプ・Dタイプご加入の皆様へ＞参照）

薬液注入工事のうち、水平ボーリング作業中に、ボーリングロッドが設
計上の進路からはずれ、埋設されていた電気ケーブルおよびNTT所有の
光ケーブルを切断した。

地震計設置のためボーリングを行った際に、誤って温泉の源泉に掘削孔
を到達させたため、温泉設備を破損。泥の成分が温泉に混入してしま
い、温泉を白濁させてしまった。

大規模施設でのボーリング調査の際、埋設管を避けたつもりが特殊な管
の側面を破損。埋設管の地図には中心線のみの表示があり、管の直径は
数mと巨大な管であった。

海底状況の測定・測量中に、リースしていた測量機器を海底にぶつけて
破損させた。

新築現場の地質調査および地盤改良工事を施工し引き渡したが、地質層
の異常により地盤沈下が発生し、住宅メーカーが施工した建物の各所に
クラックや鉄骨構造体の歪み等の損害が発生。

超過分
損
害
額
２
億
円

保険金（Cタイプ）

1億4,000万円

6,000万円

最近、財物について高額な賠償責任を負う
事例が発生しています。
事故の際に補償額の不足が懸念されますの
で、高額タイプ（S、Aタイプ）への加入を
ご検討ください。

（例）損害額2億円の財物損壊事故発生時にCタイプ
にご加入の場合、1億4,000万の超過（自己負
担）が生じます。

＜Cタイプ・Dタイプご加入の皆様へ＞
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■保険料

算 出 基 準

事 業 収 入 金 額

保 険 料 の 算 出

保 険 料 確 定 方 式

事業収入金額（売上高）をもとに年間保険料を算出します。事業収入金額1,000万円につき、下表の金額を基
準とします。

「地質調査収入金額（注1）」＋「測量収入金額」＋「ボーリング関連業務収入金額」＋「維持管理・点検業務収
入金額（注2）」の合計（事業収入金額は、千円単位を四捨五入、万円単位とします。）

Sタイプ 15,940円 Aタイプ 15,040円 Bタイプ 14,220円 Cタイプ 13,100円 Dタイプ 11,390円

（保険期間1年）

（保険料は１円単位を四捨五入します）

事業収入金額 Sタイプ保険料例
（単位：円）

Aタイプ保険料例
（単位：円）

Bタイプ保険料例
（単位：円）

Cタイプ保険料例
（単位：円）

Dタイプ保険料例
（単位：円）

事業収入金額を 万円
としての算式

1,000万円～
2億円まで

15,940～
318,800

15,040～
300,800

14,220～
284,400

13,100～
262,000

11,390～
227,800

Sタイプ
×15.94

Aタイプ
×15.04

Bタイプ
×14.22

Cタイプ
×13.10

Dタイプ
×11.39

2億円超～
5億円まで

318,800～
677,450

300,800～
639,200

284,400～
604,350

262,000～
556,750

227,800～
484,080（0.75 × ＋ 5,000）

5億円超～
10億円まで

677,450～
1,123,770

639,200～
1,060,320

604,350～
1,002,510

556,750～
923,550

484,080～
803,000（0.56× ＋14,500）

10億円超～
30億円まで

1,123,770～
2,335,210

1,060,320～
2,203,360

1,002,510～
2,083,230

923,550～
1,919,150

803,000～
1,668,640（0.38× ＋32,500）

30億円超～
80億円まで

2,335,210～
4,327,710

2,203,360～
4,083,360

2,083,230～
3,860,730

1,919,150～
3,556,650

1,668,640～
3,092,390（0.25× ＋71,500）

80億円超～
130億円まで

4,327,710～
5,921,710

4,083,360～
5,587,360

3,860,730～
5,282,730

3,556,650～
4,866,650

3,092,390～
4,231,390（0.20 × ＋ 111,500）

（注1）「地質調査収入金額」は、地質調査業者登録規程の現況報告書の完成調査収入（土壌・地下水汚染状況調査、
汚染処理計画業務の売上高を含みます。）ならびに建設コンサルタント登録規程の現況報告書の地質調査業務
（「土質及び基礎」部門と「地質」部門など）の収入金額を基準に申告いただきます。

（注2）国土交通省へ提出された直近の現況報告書の「設計」に含まれている場合、維持管理・点検部分の売上を抜
出、加入申込票にご記入ください。

　この保険契約の保険料を定めるために用いる「保険料算出基礎」は直近の会計年度における保険算出基礎（事
業収入金額）となっており、保険期間終了後の確定精算はありません。
　なお、新たに本制度の対象業務を行われることになった企業など直近の会計年度における事業収入金額が存在
しない場合には、取扱いが異なりますのでご連絡ください。
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１加入企業あたり 30,000円とし、中途加入の場合も同様とします。
※オプション⑵にご加入の場合は、35,000 円となります。

オプション（１）（９ページ）ご加入の場合、上記保険料×０．９７（３％割引）になります。
（別途オプション保険料が必要です。）

48,000万円

7,000 万円

11,000万円

2,000 万円

●地質調査業務―――――――――

●測量業務―――――――――――

●ボーリング関連業務――――――

●維持管理・点検業務――――――

8,000 万円

4,000 万円

●一般土木工事―――――――――

●建設コンサルタント――――――

対象となる業務

（各業務） （収入金額）

対象となる収入金額
68,000 万円

対象外の業務

最 低 保 険 料

保 険 料 計 算 例

＜一時払の場合＞
Sタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 15.94 ＝ 838,130 円

Aタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 15.04 ＝ 790,800 円

Bタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 14.22 ＝ 747,690 円

Cタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 13.10 ＝ 688,800 円

Dタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 11.39 ＝ 598,890 円

＜分割払の場合＞
Sタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 15.94 ÷ 12＝ 69,840 円

Aタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 15.04 ÷ 12＝ 65,900 円

Bタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 14.22 ÷ 12＝ 62,310 円

Cタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 13.10 ÷ 12＝ 57,400 円

Dタイプ（0.56 × 68,000 ＋ 14,500）× 11.39 ÷ 12＝ 49,910 円



9

■オプション（1）

損壊等に対する損害賠償責任について特約をセットして補償する制度で、任意加入となります。
オプションのみの単独加入はできません。
事前にリース契約等を取りかわしている機器等が対象となります。

●以下の財物を損壊（滅失、破損または汚損）し、または盗取されたことにより、被保険者が
それらの財物について正当な権利を有する者に対して法律上の損害賠償責任を負担す
ることによって被る損害に対して、保険金をお支払いします。
〇借用財物 : 作業場内および加入者証記載の施設内において使用または管理する借用

財物（ボーリングマシーン等）に限ります。仕事の遂行のためにリース契約
またはレンタル契約に基づき他人から借りている財物を含みます。

〇支給財物  :  被保険者に支給された資材・商品等（鋼矢板など）の財物をいいます。
いずれも自動車を含みますが、自動車の盗取に起因する損害は補償の対象となりま
せん。

●借用財物または支給財物について正当な権利を有する者に引き渡された後に発見され
た借用財物の損壊

●借用財物に対する保守、点検、修理または部品交換等の作業により生じた借用財物の損壊
●電気的または機械的な原因により生じた借用財物の損壊
●傷などの外観上の損壊にとどまり、借用財物の機能に支障のない損壊
●借用財物の潤滑油・燃料等の運転資材、電球等の管球類、キャタピラ・タイヤ等の移動す
るための部品その他の消耗品または消耗材に単独に生じた損壊

●被保険者の使用人、代理人もしくは下請負人が所有しまたは私用に供する借用財物ま
たは支給財物の損壊

●借用財物または支給財物の自然の消耗または性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、さび、
汗ぬれ、その他これらに類似の事由またはねずみ食いもしくは虫食い

●借用財物または支給財物の目減り、原因不明の数量不足または自然発火もしくは自然爆発 　 等

●ただし、盗取に起因する損害については、1事故および期間中につき1,000万円（上
記支払限度額2,000万円の内枠）

●上記の支払限度額は、５ページ記載の基本補償の財物損壊の支払限度額に含まれます。

借用・支給財物が被害を受ける直前の状態に復旧するのに要する修理費用（時価額限度）

基本補償と同一

基本補償と同一 （2025年2月1日より2026年2月1日まで1年間）

対象業務の事業収入金額をもとに算出します。

1事故・保険期間中通算2,000万円

1事故につき10万円

（保険期間1年間）

保険金をお支払い
す る 主 な 場 合

支 払 限 度 額

補 償 範 囲
対象とする業務
保 険 期 間
保険料算出基準

保険金をお支払い
しない主な場合
右記以外にも保険金をお
支払いしない場合があり
ます。詳細は普通保険約
款、特別約款および特約を
ご確認ください。また、ご不
明な点については、代理
店・扱者または引受保険
会社までお問合わせくだ
さい。

免 責 金 額
（ 自 己 負 担 額 ）

保険料の
算 出

他人から借用している工事用機器等の賠償

注
注

事業収入金額
1,000万円～2億円まで
2億円超～5億円まで
5億円超～10億円まで
10億円超～30億円まで
30億円超～80億円まで
80億円超～130億円まで

）円 ： 位単（例料険保 収入金額を 　　万円としての算式
5,000～100,000
100,000～212,500
212,500～352,500
352,500～732,500
732,500～1,357,500
1,357,500～1,857,500

（0.75×　　  ＋
（0.56×　　  ＋
（0.38×　　  ＋
（0.25×　　  ＋
（0.2  ×　　  ＋

×5
5,000）×5
14,500）×5
32,500）×5
71,500）×5
111,500）×5

基本プランでは補償されない他人から借用している工事用機器、発注者から支給されたものの

（保険料は１円単位を四捨五入します）

借用・支給財物損壊補償特約
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■オプション（2）

本補償は作業を終了し引渡した後に、その仕事の欠陥により発生した事故の損害賠償責任の補償です。

※オプション（２）については、被害者対応費用補償特約、初期対応費用補償特約、訴訟対応費用補償特約が自動
　セットされます（支払限度額は５ページの「自動でセットされる特約」と同一となります。）。

☞例えば、作業終了後、仕事の欠陥により地下に空洞ができ付近を通行した車両が落下した　等
オプションのみの単独加入はできません。（単独加入をお求めの場合は、個別に保険を手配いたします。）注

保険金をお支払い
す る 主 な 場 合

●貴社が行った業務（地質調査・測量・ボーリング関連工事等）が終了した後、そ
の仕事の欠陥により発生した偶然な事故により、他人の生命や身体を害したり、
他人の財物を滅失、破損または汚損等した場合に、貴社が法律上の損害賠償責
任を負担することにより被る損害に対して、保険金をお支払いします。

●被保険者の故意によって生じた損害賠償責任
●被保険者と第三者との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合において、
その約定によって加重された損害賠償責任
●被保険者が所有、使用または管理する財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛
失すること、または盗取されること）について、その財物につき正当な権利を有
する者に対して負担する損害賠償責任
●被保険者の使用人が被保険者の業務に従事中に被った身体の障害に起因す
る損害賠償責任
●地震・噴火・洪水・津波または高潮に起因する損害賠償責任
●液体、気体（注）または固体の排出、流出または溢（いっ）出に起因する損害賠償
責任。ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。

　（注）気体
　　　 煙、蒸気、じんあい等を含みます。
●仕事の目的物のうち、事故の原因となった作業が加えられた財物の損壊に対す
る損害賠償責任
●被保険者が仕事の行われていた場所に放置または遺棄した機械、装置もしく
は資材に起因する損害賠償責任
●汚染地盤修復工事において、工事欠陥により取り残した汚染物質が徐々に（じ
わじわと）流出・拡散したことに起因する損害賠償責任（全地連「汚染地盤修復
工事賠償補償制度」で補償されます。）　　　　　　　　　　　　　　　   等

基本補償と同一

基本補償と同一 （2025年2月1日より2026年2月1日まで1年間）

対象業務の事業収入金額（注）をもとに算出します。

支 払 限 度 額

対象とする業務
保 険 期 間

保険料算出基準

免 責 金 額
（ 自 己 負 担 額 ）

保険金をお支払い
しない主な場合
右記以外にも保険金をお
支払いしない場合があり
ます。詳細は普通保険約
款、特別約款および特約を
ご確認ください。また、ご不
明な点については、代理
店・扱者または引受保険
会社までお問合わせくだ
さい。

身体・財物共通　1事故・保険期間中通算2,000万円 

1事故につき5万円

生産物賠償責任保険

業務終了・引き渡し後の事故による賠償リスク

（注）「汚染地盤修復工事賠償補償」にご加入の場合、補償内容が一部本補償と重複するため、事業収
入金額から汚染地盤修復工事の事業収入金額を差し引いて算出します。

保 険 料 の 目 安

ご 注 意 　支払限度額を引き上げる場合や、一般の建設工事・土木工事も対象とする場合は、
本補償制度とは別に個別の保険契約をご案内いたします。

地質調査・測量・ボーリング関連工事の
欠陥により発生した事故

報告書、設計書のかしに係る賠償責任

本オプションでカバー

地質コンサルタント総合かし賠償補償制度でカバー

＜よくあるご質問＞

（株）ジオ・ビジネスサービスまでお問合せください。
＜保険料の目安＞事業収入金額が、地質調査・測量1億円、ボーリング関連工事

5,000万円の場合：年間保険料は約5万円
※本オプションの最低保険料は1加入企業あたり5,000円となります（中途加入の場合も同様）。
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一般の通常建設工事・土木工事は補償の対象となりません。したがって加入申込票に記入する事
業収入金額には算入しないでください（個別の契約とすることができます。㈱ジオ・ビジネスサー
ビスにお問合わせください）。また、「建設コンサルタント業務」については現場での危険を伴わ
ないため、本制度の対象からは除かれます。

5月1日からの中途加入はできますが、保険期間の終わりはすべて2月1日となります。

本制度では、対象とする業務を合わせて加入していただくのが原則です。
一部の業務を除いて加入することはできません。

本社の他に４つの営業店があります。営業店単位で加入ができますか。

本制度は原則、本社での一括加入となっています。A：

地質調査業のみを保険の対象にしたい。測量業務の収入金額を除いて保険料を計算して
も良いでしょうか。

A：

業務として地質調査の他に、一般の通常建設工事・土木工事もしています。補償の対象と
なりますか。

A：

３月１日より毎月中途加入ができますが、保険料は保険期間に応じて月割で算出します。
※ただし最低保険料は30,000円です（オプション⑵ご加入の場合は、35,000円です）。

中途加入の場合、保険料は安くなるのでしょうか。

５月から９月までの５か月間のみ加入したいのですが、できるでしょうか。

A：

A：

■Q&A

一部の業務を除いて加入することはできません。 

全地連『第三者賠償補償制度』はどのような補償ですか。

地質調査、測量、ボーリング関連業務（さく井、地すべり対策工事、汚染地盤修復工事など）、
維持管理・点検業務に起因して、誤って他人の財物に損害を与えたり、他人の身体に障害を与
えた場合に、その賠償金等を補償します。（詳細は13～20ページを参照ください。）

A：

下請けが起こした業務中の事故や、自社が下請けとしての業務中の事故は対象となりますか。

どちらも対象となります。A：

Q1.

Q6.

Q5.

Q2.

Q3.

Q7.

Q8.

事業収入金額は、国土交通省へ現況報告書として提出された直近の資料を参考にしてください。
７ページもご参照ください。

保険料の算出基準となる事業収入金額は何を参考にすれば良いのですか。

A：

Q4.
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加入者証は発行されますか。また、加入者証を紛失した場合は再発行してもらえますか。

加入手続を済まされますと、加入者証を発行いたします。また、加入者証を紛失した場合、ご
連絡いただければ再発行いたします。

A：

自動車保険のような等級制度はありません。
ただし、著しく保険金請求の頻度が高いなど、加入者相互間の公平性を逸脱する極端な保険金
支払またはその請求があった場合には、保険期間終了後、継続加入できないことや補償内容を
変更させていただくことがあります。あらかじめご了承ください。

保険金が支払われると、翌年の保険料は引き上げられるのですか。

A：

現場業務で自社の従業員がケガをした場合は補償されるのですか。

自社の従業員、下請けの方の業務上災害は労災事故を補償する保険での補償です。
この保険の対象ではありません。（全地連『労災上積み補償制度』、『業務災害補償プラン』を
ご利用ください。）この保険では、業務に起因して例えば通行人、近隣の住人、現場に来てい
た発注者の方などの第三者の生命もしくは身体を害し、損害賠償責任を負った場合が対象です。

A：

現場に自動車で向かう途中の、対人や対物の交通事故は補償されるのですか。

この保険の対象ではありません。自動車保険の対人賠償、対物賠償での補償です。
ただし、機材等の貨物の積み込み、積み下ろしに起因する賠償事故は対象となります。

A：

現場業務中に自社のボーリングマシンを壊した場合は補償されますか。

この保険は、業務に起因して他人の財物に与えた損害の賠償責任を補償します。
自社所有（下請け所有を含む）の機械の損傷は、この保険の対象ではありません。
機械にかける保険（全地連『ボーリングマシン補償制度』）がありますので、㈱ジオ・ビジ
ネスサービスにお問合わせください。
なお、他人から借用している機器の損傷による損害賠償責任はオプション（1）他人から借用し
ている工事用機器等の賠償で補償します。

A：

オプション（2）の業務終了後の事故による賠償の補償と基本補償の違いはなにですか。

基本補償は、業務中に発生した事故による損害賠償責任を補償しますが、業務が終了した後でも業
務に起因した事故により損害賠償責任を負うリスクがあり、オプション（2）で補償対象としております。
オプション（2）に加入され、より安心な補償とされることをおすすめいたします。

A：

パンフレットに「法律上の賠償責任を補償」とあるが、保険金の支払いには裁判による判
決が必要なのですか。

必ずしも裁判による判決を要するものではありません。
いわゆる示談による解決であっても、客観的に見て被保険者に法律上の損害賠償責任があると
認められれば足りますが、賠償金や一部の費用の支出についてはあらかじめ引受保険会社の同
意が必要となりますのでご注意ください。

A：

Q9.

Q10.

Q12.

Q13.

Q14.

Q15.

Q11.
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■補償範囲

①請負業者賠償責任保険
被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が行う請負作業遂行中に発生した偶然な事故、または被
保険者が請負作業遂行のために所有、使用または管理している施設の欠陥、管理の不備により発生した偶
然な事故に起因して、他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失
すること、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによっ
て被る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。

②施設所有（管理）者賠償責任保険
被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が所有、使用もしくは管理している各種の施設（※）・設備
・用具等の管理の不備、または被保険者もしくはその従業員等の業務活動中のミスにより発生した偶然な
事故に起因して、他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失する
こと、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被
る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。
※施設とは、被保険者の所有、使用または管理する事務用建物（昇降機を含みます。）、倉庫、駐車場およ
び資材置き場をいいます。工場は含まれません。

保険金をお支払いする主な場合

特約で保険金をお支払いする主な場合
このご契約には、以下１～６の特約が自動でセットされています。

被保険者の管理下にある財物（仕事を遂行するにあたり、現実かつ直接的に作業を行っている財物を含み、目的
を問いません。）の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）によって、その
財物に対して正当な権利を有する者に対して、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る
損害に対して、保険金をお支払いします。
＜支払限度額＞
基本補償の財物損壊の１事故あたりの支払限度額と同額（内枠払）
＜免責金額＞
財物損壊の１事故あたりの免責金額（５万円）

1.  管理財物損壊補償特約（請負業者特別約款に自動セット）

2.  データ損壊復旧費用補償特約（請負業者特別約款に自動セット）
対象業務の遂行に起因して、他人が所有または使用する電子情報を消失または損壊した場合において、被保険者
がデータ損壊復旧費用（被保険者以外の第三者が作業を行い、それに伴い発生した費用に限ります。）を負担す
ることによって被る損害に対して保険金を支払います。
　＜支払限度額＞
　　1事故につき1,000万円限度（基本補償の財物損壊の支払限度額の内枠払）
　＜免責金額＞
　　1事故につき５万円

③生産物賠償責任保険（オプション（2））
被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が製造もしくは販売した製品、または被保険者が行った
仕事の結果に起因して、他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛
失すること、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによ
って被る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。
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請負業者特別約款、施設所有（管理）者特別約款に規定される損害の原因となる事由に起因して、被保険者ま
たは被保険者以外の者が行った次のいずれかに該当する不当行為により、被保険者が法律上の損害賠償責任を
負担することによって被る損害に対して保険金をお支払いします。

＜支払限度額＞
１名につき100万円 /１事故につき1,000万円
＜免責金額＞
身体障害の１事故あたりの免責金額（請負：なし、施設：５万円）

（a）不当な身体の拘束による自由の侵害または名誉毀（き）損
（b）  口頭、文書、図画、映像その他これらに類する表示行為による名誉毀（き）損またはプライバシーの侵害

3.  人格権侵害補償特約（請負業者特別約款・施設所有（管理）者特別約款に自動セット）

6.  訴訟対応費用補償特約（請負業者特別約款・施設所有（管理）者特別約款・生産物特別約款に自動セット）
請負業者特別約款、施設所有（管理）者特別約款・生産物特別約款で争訟費用が保険金として支払われる場合に、
日本国の裁判所に訴訟が提起されたときに、被保険者が現実に支出した次のいずれかに該当する費用を負担する
ことによって被る損害に対して保険金をお支払いします。
（a）被保険者の使用人の超過勤務手当または臨時雇用費用
 （b）被保険者の役員または使用人の交通費または宿泊費
 （c）訴訟に関する必要文書作成にかかる費用
 （d）被保険者または外部の実験機関が事故を再現するための実験に要する費用。ただし、事故の原因や状況を調
　　　査するために要した額を限度とし、事故後の製品開発・改良等を目的とする実験費用を含みません。
 （e）意見書または鑑定書の作成にかかる費用
 （f）増設したコピー機の賃借費用
ただし、通常要する費用であって、被保険者に対する損害賠償請求訴訟の解決について必要かつ有益と引受保険
会社が認めた費用に限ります。
　＜支払限度額＞

5.  初期対応費用補償特約（請負業者特別約款・施設所有（管理）者特別約款・生産物特別約款に自動セット）
請負業者特別約款、施設所有（管理）者特別約款・生産物特別約款の損害の原因となる事由に起因して
事故が発生した場合に、被保険者が緊急的対応のために現実に支出した次のいずれかに該当する費用を負担
することによって被る損害に対して保険金をお支払いします。
（a）事故現場の保存に要する費用
 （b）事故現場の取片付けに要する費用
 （c）事故状況または原因を調査するために要した費用
 （d）被保険者の役員または使用人を事故現場に派遣するために要した交通費または宿泊費
 （e）通信費
 （ f）生産物賠償責任保険で対象とする事故が発生した場合において、その損害の原因となったその生産物自

体の保存、取片付けまたは回収に要した費用。ただし、完成品または製造品・加工品の損壊が発生した
場合を除きます。（選択商品に生産物賠償責任保険が含まれる場合）

ただし、通常要する費用であって、損害の発生もしくは拡大の防止または事故による被保険者の損害賠償責任に
関する争訟の解決について必要かつ有益と引受保険会社が認めた費用に限ります。　
　＜支払限度額＞
　　1事故・保険期間中につき1,000万円限度

　　1事故・保険期間中につき1,000万円限度

　　・見舞品の購入、見舞金または弔慰金に要した費用
　＜支払限度額＞
　　1回の事故につき被害者1名あたり1万円限度・1事故および保険期間中通算50万円限度
なお、社会通念上妥当な額を限度とし、被害者が損害賠償請求を行う意思を有していないにもかかわらず、被保
険者の社会的地位、取引上の政策、個人的同情等を理由としてなされる給付（名目を問いません。）を除きます。

4.  被害者対応費用補償特約（請負業者特別約款・施設所有（管理）者特別約款・生産物特別約款に自動セット）
対象業務に起因する身体障害事故により被害者が事故の日から180日以内に医師による治療が必要となった場合に、
被保険者が引受保険会社の同意を得て支出した以下の被害者対応費用に対して、保険金をお支払いいたします。

保険金をお支払いできる条件は適用される普通保険約款、特別約款および特約によって異なりますので、詳細は普通
保険約款、特別約款および特約でご確認ください。
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被保険者

なお、「②損害防止費用」および「④緊急措置費用」を除き、事前に引受保険会社の同意を要しますので、
必ず引受保険会社までお問合わせください。
適用される普通保険約款、特別約款および特約によりその他の保険金が支払われる場合がありますので、詳
細は普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。

「①損害賠償金」についてのご注意
被保険者が被害者に対して支払わなければならない損害賠償金の額は、適用される法律の規定、被害者に生
じた損害の額および被保険者の過失割合等によって決まります。被保険者が、法律上の損害賠償責任がない
にもかかわらず被害者に対して支払われた見舞金等は、上記の被害者対応費用補償特約で対象となる場合を
除き、保険金のお支払いの対象とはなりません。

この保険では、次の表に記載された保険金をお支払いします。

法律上の損害賠償責任に基づいて損害賠償請求権者に対して支払うべき治療費や修理費等
（損害賠償請求権者に対する遅延損害金を含みます。）
事故が発生した場合の損害の発生または拡大の防止のために必要または有益であった費用
発生した事故について、他人から損害の賠償を受けることができる場合に、その権利を保
全または行使するために必要な手続に要した費用
事故が発生した場合の緊急措置（他人の生命や身体を害した場合における被害者の応急手当等）に要した費用
引受保険会社が発生した事故の解決にあたる場合、引受保険会社へ協力するために要した費用
損害賠償に関する争訟について支出した訴訟費用、弁護士報酬等の費用

損 害 の 種 類

①損害賠償金

②損害防止費用

③権利保全行使費用

④緊急措置費用
⑤協 力 費 用
⑥争 訟 費 用

前記「特約で保険金をお支払いする主な場合」の「2．データ損壊復旧費用補償特約」、「4．被
害者対応費用補償特約」、「5．初期対応費用補償特約」、「6．訴訟対応費用補償特約」をご参
照ください。

⑦その他費用

内　容
＜お支払いの対象となる損害＞

上記①から④までの保険金については、それぞれの規定により計算した損害の額から加入者証記載の免責金
額を差し引いた額をお支払いします。ただし、加入者証記載の支払限度額を限度とします。上記⑤および⑥
の保険金については、原則として支払限度額の適用はありません。ただし、⑥については①の損害賠償金の
額が支払限度額を超える場合には、次の金額を限度とします。

　お支払いする争訟費用の額　＝　   　⑥争訟費用の額  ×  
支払限度額

①損害賠償金の額

お支払いの対象となる損害

本制度の被保険者（保険契約により補償を受けられる方）は次のとおりです。

※被保険者相互間の交差責任（請負業者賠償責任保険）
請負業者グループと発注者相互の賠償責任を補償します。
ただし、請負業者グループ内相互間（元請業者と下請業者の間、下請業者相互間）の賠償責任は対象外と
なります。

① 加入者（記名被保険者）
② 加入者の役員および使用人
③ 加入者の下請負人
④ 加入者の下請負人の役員および使用人
⑤ 発注者

請負業者
賠償責任保険

施設所有（管理）者
賠償責任保険

生産物賠償責任保険
（オプション（2））

○
○
○
○
○

○
○
×
×
×

○
○
○
○
×

「借用・支給財物損壊補償特約（オプション（１））」の被保険者については、代理店・扱者または引受保
険会社までお問合わせください。
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保険金をお支払いしない主な場合

＜普通保険約款でお支払いしない主な場合＞ 共 通
○保険契約者または被保険者の故意によって生じた損害賠償責任

次のいずれかに該当する事故、損害等に対しては保険金をお支払いしません。

○被保険者と第三者との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合において、その約定によって加重
された損害賠償責任
○被保険者が所有、使用または管理する財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または
盗取されること）について、その財物につき正当な権利を有する者に対して負担する損害賠償責任
　→「管理財物損壊補償特約」（自動セット）および「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（1））
により、一部補償の対象となります。

○被保険者と生計を共にする同居の親族に対する損害賠償責任
○被保険者の使用人が、被保険者の業務に従事中に被った身体の障害に起因する損害賠償責任
○戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変もしくは暴動、
労働争議または騒擾（じょう）に起因する損害賠償責任
○地震、噴火、洪水、津波または高潮に起因する損害賠償責任
○液体、気体（煙、蒸気、じんあい等を含みます。）または固体の排出、流出または溢（いっ）出に起
因する損害賠償責任（ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。）
○原子核反応または原子核の崩壊に起因する損害賠償責任（ただし、医学的、科学的利用もしくは一般
産業上の利用に供されるラジオ・アイソトープ《ウラン・トリウム・プルトニウムおよびこれらの化
合物ならびにこれらの含有物を含みません。》の原子核反応または原子核の崩壊による場合を除き
ます。 等

○被保険者またはその下請負人が行う地下工事、基礎工事または土地の掘削工事に伴い発生した土地の
＜請負業者特別約款でお支払いしない主な場合＞

沈下、隆起、移動、振動もしくは土砂崩れに起因する土地の工作物、その収容物もしくは付属物・植
物または土地の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）について法
律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（注）

○被保険者またはその下請負人が行う地下工事、基礎工事または土地の掘削工事に伴い発生した土地の軟
弱化または土砂の流出もしくは流入に起因する地上の構築物（基礎および付属物を含みます。）・その
収容物または土地の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）について
法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（注）

○被保険者またはその下請負人が行う地下工事、基礎工事または土地の掘削工事に伴い発生した地下水
の増減について法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（注）

（注）「地盤崩壊危険補償特約」をセットすることで一部を補償することができます。詳細は代理店・
　　　扱者または引受保険会社までお問合わせください。
○被保険者の下請負人またはその使用人が被保険者の業務（下請業務を含みます。）に従事中に被った
身体の障害に起因する損害賠償責任

＜請負業者賠償責任保険でお支払いしない主な場合＞

○直接であると間接であるとを問わず、被保険者が次のいずれかに該当する損害賠償責任を負担するこ

○直接であると間接であるとを問わず、サイバー攻撃により生じた事象に起因する損害

とによって被る損害。いずれかの事由または行為が実際に生じたまたは行われたと認められた場合に
限らず、それらの事由があったとの申し立てに基づいて被保険者に対して損害賠償請求がなされた場
合を含みます。
　・石綿等（アスベスト、石綿製品、石綿繊維、石綿粉塵（じん））の人体への摂取または吸引
　・石綿等への曝露（ばくろ）による疾病
　・石綿等の飛散または拡散

＜賠償責任保険追加特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞

○航空機の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○パラグライダー、ハンググライダー、パラセーリングまたは熱気球の所有、使用または管理に起因す
る損害賠償責任

共 通
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※管理財物損壊補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合
・被保険者が第三者から借用中の財物に対する損害
→「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（１））をセットすることで一部を補償することができます。

被保険者が第三者から借用中の財物（レンタル、リース等による財物を含み
ます。）

「管理する財物」の分類 補償対象とする特約

被保険者に支給された資材・商品等の財物（仕事の遂行のために使用す
る目的をもって購入する予定で被保険者が管理する財物を含みます。）

借用・支給財物損壊補償特約

（注）紛失は対象外
（オプション（1））

上記 、 を除き、被保険者の所有するまたは賃借する施設において貯蔵、
保管、組立、加工、修理、点検等（動物に対する治療、美容、飼育または植
物の育成等を含みます。）を目的として、被保険者が受託している財物

なし

上記 ～ を除き、被保険者が運送または荷役のために受託している財物 なし
上記 ～ を除き、目的がいかなる場合でも、現実に被保険者の管理下に
ある財物（被保険者が仕事を遂行するにあたり、現実かつ直接的に作業を
行っている財物を含みます。）

管理財物損壊補償特約※

（自動セット）

○自動車・原動機付自転車の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任。ただし、走行中を除き出
張修理・整備を目的として一時的に管理している場合や、貨物の積込みまたは積み下ろし作業に起因
する損害賠償責任を除きます。

→「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（１））をセットすることで一部を補償することが
できます。

○仕事の終了（仕事の目的物の引渡しを要する場合は引渡し）または放棄の後に、仕事の結果に起因す
る損害賠償責任
→「生産物特別約款」（オプション（２））をセットすることで補償することができます。
○被保険者の占有を離れ施設外にある財物に起因する損害賠償責任
○じんあいに起因する損害賠償責任。ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。
○騒音に起因する損害賠償責任
○塗料（塗料またはその他の塗装用材料）の飛散を防止するための養生等の措置を取らずに行われた塗
装（吹付けを含みます。）作業による塗料の飛散または拡散に起因する損害賠償責任。ただし、容器
などを落下または転倒させたことにより塗料が飛散または拡散した場合を除きます。
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行
う次のいずれかに該当する行為に起因する損害
・医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の個人が
行うことを許されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の個人が行うことを
許されている行為を除きます。
・はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、
はり師、きゅう師または柔道整復師以外の個人が行うことを許されていない行為を含みます。

○被保険者が行うＬＰガス販売業務の遂行（ＬＰガス販売業務のための事業所施設の所有、使用または
管理を含みます。）に起因して生じた損害 等

＜管理財物損壊リスクの取扱い＞
　上記「普通保険約款でお支払いしない主な場合」の「被保険者が、所有、使用または管理する財物の
損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）について、その財物につき正当
な権利を有する者に対して負担する損害賠償責任」の「管理する財物」は次表のとおり分類されます。
　一部のリスクについては特約をセットすることにより補償の対象とすることができます。特約の詳細
はそれぞれの特約の「保険金をお支払いする主な場合」をご参照ください。

■工作車（ブルドーザー、パワーショベル等。ダンプカーは含みません。）に起因する賠償責任については、
工事・仕事を行っている不特定多数の人が出入りすることを制限されている作業場内および施設内での事
故に限り、保険金をお支払いします。ただし、損害の額がその自動車に締結されている（締結すべき）自
賠責保険（責任共済を含みます。）および自動車保険（自動車共済を含みます。）により支払われる保険
金と免責金額の合算額を超過する場合に、その超過額のみに対して保険金が支払われます。

・被保険者に支給された資材・商品等の財物（仕事の遂行のために使用する目的をもって購入する予定
で被保険者が管理する財物を含みます。）に対する損害
→「借用・支給財物損壊補償特約」（オプション（１））をセットすることで一部を補償することができます。

・被保険者の所有するまたは賃借する施設において貯蔵、保管、組立、加工、修理、点検等（動物に対
する治療、美容、飼育または植物の育成等を含みます。）を目的として、被保険者が受託している財
物に対する損害
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＜施設所有（管理）者賠償責任保険でお支払いしない主な場合＞

○施設の新築、修理、改造または取壊し等の工事に起因する損害賠償責任
＜施設所有（管理）者特別約款でお支払いしない主な場合＞

○航空機の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○パラグライダー、ハンググライダー

、
パラセーリングまたは熱気球の所有、使用または管理に起因する損害賠

償責任

・被保険者が運送または荷役のために受託している財物に対する損害
・補償管理財物（管理財物損壊補償特約をセットすることにより補償される管理財物。以下同様です。）
の使用不能に起因する損害
・被保険者の代理人またはそれらの者の使用人が行いまたは加担した補償管理財物の盗取に起因する損害
・被保険者の使用人、代理人または下請負人が所有しまたは私用に供する補償管理財物の損壊（滅失、
破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）に起因する損害
・補償管理財物の自然の消耗または性質による蒸れ、かび、腐敗、変色、さび、汗ぬれ、その他これら
に類似の事由またはねずみ食いもしくは虫食いに起因する損害
・補償管理財物の目減り、原因不明の数量不足または自然発火もしくは自然爆発に起因する損害
・補償管理財物が寄託者または貸主に返還された日から30日を経過した後に発見された補償管理財物の
損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）に起因する損害
・被保険者が補償管理財物に対して行う通常の作業工程上生じた修理、点検もしくは加工（動物に対する
治療、美容、飼育または植物の育成等を含みます。）の拙劣または仕上不良等に起因する損害  等

＜人格権侵害補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞

＜残置物回収費用補償対象外特約でお支払いしない主な場合＞

○被保険者によって、または被保険者の了解もしくは同意に基づいて被保険者以外の者によって行われ
た犯罪行為（過失犯を除きます。）に起因する損害賠償責任
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者による採用、雇用または解雇に関して、被保険者また
は被保険者以外の者によって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○最初の不当行為が保険期間開始前になされ、その継続または反復として、被保険者または被保険者以
外の者によって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○事実と異なることを知りながら、被保険者によってまたは被保険者の指図により被保険者以外の者に
よって行われた不当行為に起因する損害賠償責任
○被保険者によってまたは被保険者のために被保険者以外の者によって行われた広告宣伝活動、放送活
動または出版活動に起因する損害賠償責任 等

 

＜被害者対応費用補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被害者対応費用を受け取るべき者（注）の故意
○保険契約者、被保険者または被害者対応費用を受け取るべき者（注）の闘争行為、自殺行為または犯罪行為
○被害者対応費用を受け取るべき者（注）と生計を共にする同居の親族または生計を共にする別居の未婚の
子の行為
○被害者の心神喪失
○被保険者または被保険者の指図による暴行または殴打 等
（注）被害者対応費用を受け取るべき者には、被害者を含みます。

○自動車または原動機付自転車の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任。ただし、販売等を目的
として展示されている場合を除きます。この場合であっても、走行している間は自動車とみなします。

○残置物（注）を回収するために生じる費用（被保険者が支出したと否とにかかわらず、また損害賠償金と
　して請求されたと否とを問いません。）
（注）残置物とは、仕事の遂行のために、作業場内における土地の掘削、計測または試験に使用する機
　　　械、器具もしくは道具またはこれらの部品をいい、本来意図していないにもかかわらず、地中に
　　　残置されたものをいいます。

○施設外における船舶または車両（自転車、身体障害者用車いす、歩行補助車および原動力がもっぱら
人力であるものを含みません。）の所有、使用または管理に起因する損害賠償責任
○被保険者の占有を離れた商品もしくは飲食物または被保険者の占有を離れ、施設外にあるその他の財
物に起因する損害賠償責任
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○仕事の終了または放棄の後に仕事の結果に起因する損害賠償責任
　→「生産物特別約款」（オプション（2））をセットすることで補償することができます。
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行
う次のいずれかに該当する行為に起因する損害
・医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の個人が
行うことを許されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の個人が行うことを
許されている行為を除きます。
・はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、
はり師、きゅう師または柔道整復師以外の個人が行うことを許されていない行為を含みます。
・理学療法士、作業療法士、臨床工学技士、診療放射線技師、弁護士、外国法事務弁護士、公認会計士、
建築士、設計士、司法書士、行政書士、弁理士、税理士、社会保険労務士、土地家屋調査士、技術士、
測量士、獣医師がそれらの資格に基づいて行う行為

○被保険者が行うＬＰガス販売業務の遂行（ＬＰガス販売業務のための事業所施設の所有、使用または
管理を含みます。）に起因して生じた損害
○石油物質が施設から公共水域（海、河川、湖沼、運河）へ流出したことに起因して、被保険者が次の
いずれかに該当する法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害
・水の汚染による他人の財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されるこ
と）に起因する損害賠償責任

　・水の汚染によって漁獲高が減少しまたは漁獲物の品質が低下したことに起因する損害賠償責任
○石油物質が施設から流出し、公共水域の水を汚染しまたはそのおそれのある場合において、その石油
物質の拡散防止、捕収回収、焼却処理、沈降処理、乳化分散処理等につき支出された費用その他の損
害の防止軽減のために要した費用（被保険者が支出したと否とを問いません。） 等

＜昇降機危険補償特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞
○被保険者が故意または重大な過失によって法令に違反したことに起因する損害 等

＜人格権侵害補償特約でお支払いしない主な場合＞
＜被害者対応費用補償特約でお支払いしない主な場合＞
18ページをご参照ください。

＜生産物賠償責任保険でお支払いしない主な場合＞（オプション（2））

○次の財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること。これらに起因す
＜生産物特別約款でお支払いしない主な場合＞

る使用不能または修補を含みます。）に対する損害賠償責任。なお、これらの財物の一部の欠陥によ
るその財物の他の部分の損壊に対する損害賠償責任を含みます。
・生産物
・仕事の目的物のうち、事故の原因となった作業が加えられた財物（作業が加えられるべきであった
場合を含みます。）

○被保険者が故意または重大な過失により法令に違反して製造、販売もしくは提供した生産物または行
った仕事の結果に起因する損害賠償責任
○被保険者が仕事の行われた場所に放置または遺棄した機械、装置もしくは資材に起因する損害賠償責任
○保険期間開始前に既に発生していた事故と同一の原因により保険期間開始後に生じた事故に基づく損害
○次のいずれかに該当する場合
・この保険契約が初年度契約の場合において、保険契約者、被保険者またはその代理人が、この保険
契約の開始時より前に、保険期間中に事故が発生するおそれがある、その原因または事由が生じて
いることを知っていた（注）とき
・この保険契約が継続契約の場合において、保険契約者、被保険者またはその代理人が、初年度契約
の保険期間の開始時より前に、保険期間中に事故が発生するおそれがある、その原因または事由が
生じていることを知っていた（注）とき
（注）知っていたと合理的に判断できる理由があるときを含みます。

○事故が発生しまたは発生が予想される場合に、事故の拡大または同一の原因による他の事故の発生を
防止するために行った生産物または仕事の目的物（生産物または仕事の目的物が他の財物の一部を構
成している場合には、その財物全体を含みます。）の回収措置（回収、廃棄、検査、修理、交換また
はその他の適切な措置）に要する費用（被保険者が支出したと否とにかかわらず、また損害賠償金と
して請求されたと否とを問いません。）およびそれらの回収措置に起因する損害
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※上記以外にも保険金をお支払いしない場合があります。詳細は普通保険約款、特別約款および特約をご確認くだ
　さい。また、ご不明な点については、代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

○事故が発生しまたは発生が予想される場合に、事故の拡大または同一の原因による他の事故の発生を
防止するために生産物または仕事の目的物について講じるべき回収措置（回収、廃棄、検査、修理、
交換またはその他の適切な措置）を、被保険者が正当な理由なく怠ったときの、以後発生する同一の
原因に基づく損害
○生産物が成分、原材料または部品等として使用された（生産物が、特定の製品の梱包またはコーティ
ングを目的として製造または販売された場合であって、その目的のとおりに使用されたときを含みま
す。）財物（以下「完成品」といいます。）の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、また
は盗取されること）に起因する損害。
　ただし、完成品の損壊に起因して発生した、完成品以外の財物の損壊および身体の障害は除きます。
○生産物が製造機械等または製造機械等の部品である場合の次のいずれかに該当する損害
・製造機械等により製造、生産、選別、検査、修理、包装または加工された財物（以下「製造品・加
工品」といいます。）の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）
に起因する損害
・製造品・加工品の色、形状等が本来意図したものと違うことに起因する損害。
　ただし、製造品・加工品の損壊に起因して発生した、製造品・加工品以外の財物の損壊および身体の
障害は除きます。
○医薬品等、農薬または食品のいずれかに該当する生産物が、その意図または期待された効能または性
能を発揮しなかったことに起因する損害
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行
う次のいずれかに該当する行為に起因する損害
・医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の者が行
うことを許されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の者が行うことを許さ
れている行為を除きます。
・はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、
はり師、きゅう師または柔道整復師以外の者が行うことが許されていない行為を含みます。

○保険の対象が医薬品等、医薬品等の製造・販売、臨床試験の場合に、特定の医薬品および特定の症状
・事由に起因する損害
○ＬＰガス販売業務の結果に起因する損害

＜人格権侵害補償特約でお支払いしない主な場合＞
＜被害者対応費用補償特約でお支払いしない主な場合＞
18ページをご参照ください。

 等
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■お申込方法

申　込　締　切　日

ご継続の場合には、 2024年11月25日（月）
新規にご加入の場合には、2025年 1月  6日（月）

………………送金締切日　2025年１月８日（水）

………………2025年２月１日から１年間
※中途加入については、22ページの「中途
加入手続」をご確認ください。

加入申込票へのご記入・ご押印

保 険 料 の ご 送 金

保 険 期 間 開 始

お申込みの流れは次のとおりです。

加 入 申 込 票 を 申 込 窓 口 に
メ ー ル ま た は F A X

加入申込票のご送付

ご記入にあたってのご注意

　加入申込票は下記の申込窓口（ジオ・ビジネスサービス）へご提出ください。

①申込人または被保険者には、告知義務があり、代理店・扱者には告知受領権があります。告知義務とは、
ご契約時に告知事項について、事実を正確に知らせる義務のことです。

②告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知を求めるもので、加入申込票（引
受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する書類をいい、申込みに必要な内容を記載した
付属書類がある場合は、これらの書類を含みます。以下、同様とします。）に記載された内容のうち、
「※」印がついている項目のことです。この項目について故意または重大な過失によって、告知がなかっ
た場合や告知した事項が事実と異なる場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことが
あります。加入申込票の記載内容を必ずご確認ください。

geo-info@zenchiren-geo.co. jpメールの場合

03-3518-4901ＦＡＸの場合
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中途加入手続
①中途加入の際、補償の開始時期は2025年３月１日以降の毎月１日（午前０時）付とし、2026年２月１日
（午後４時）までが保険期間となります。
②中途加入保険料は、月割により算出します。（月割保険料×保険期間月数）
③加入申込票は毎月15日までに提出のうえ、一括払は毎月15日までに払込みを完了していただき、翌月１日
（午前０時）が保険責任開始となります。
④月払口座振替の場合は、毎月15日までに加入申込票を提出のうえ、翌月22日に第1回目の振替をし、翌々月
１日（午前０時）が保険責任開始となります。ただし、申込月の翌月１日より、保険責任開始を希望する
場合は、２か月分の保険料を直接上記口座にお振込ください。

※詳細は代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

申込票 い
保険料の払込方法は、年払（一括払）、月払（預金口座自動振替）のいずれかをご選択いただきます。

・年間保険料を12回に均等分割してお支払いいただきます。（分割払による割増はありません。）
・口座振替の概要 （イ）預金口座振替日　　毎月22日（休日の場合は翌営業日）

（ロ）振　替　名　義　　りそな決済サービス（株）
（ハ）振 替 手 数 料　　全地連全額負担
（二）預金口座振替払いに関する届出書（新規加入企業様のみ必要）

・払　込　方　法 （イ）ご継続の場合
 2024年12月23日（月）より2025年度の月額保険料の引落を開始いたします。
（ロ）新規ご加入の場合
 2025年１月８日（水）までに月額保険料の2か月分を下記の指定口座にお振込  
 ください。保険料引落開始は、2025年2月25日（火）となります。

①年払（一括払）

②月払（預金口座振替）

ご継続の場合・新規ご加入の場合いずれも銀行振込により、下記の指定口座に
2025年1月８日（水）までにお振込ください。

保険料の払込方法

全地連事務局で加入企業からの加入申込票を確認のうえ、保険料を算出し、請求書及びお支払いに関
する必要書類をご送付します。

1回目引落し
（12/23）

12月

ご継続

新　規
ご加入

2回目引落し
（1/22）

1/8までに初回
2か月分を下記指
定口座にお振込

1月
3回目引落し
（2/25）

口座引落開始
3回目

（2/25）

2月

4回目引落し
（3/24）

3月

5回目～12回目

毎月22日に
引落し

4月～11月
＜お支払いスケジュール例＞

・

保険料のご送金先

銀 行 名　　三菱UFJ 銀行　本郷支店
普通預金　　口座番号 319462
口 座 名　　（社）全国地質調査業協会連合会

銀行振込により、下記の指定口座にお振込ください。
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「汚染地盤修復工事賠償補償制度」の概要

汚染地盤修復工事の結果に起因して、他人にケガをさせ、また他人の財物を損壊させたことによる
損害賠償金等を補償します。

汚染地盤修復工事後、取り残した汚染物質が徐々に拡散し、再度、取り除くために、既に構築された
工作物の取り壊し費用、再構築のための費用、再修復工事期間中の休業損害の賠償を請求された。

汚染地盤修復工事賠償補償制度（生産物賠償責任保険）

対象となる業務

なお、この保険は加入された会員企業が行う汚染地盤修復工事を包括的に対象としますので、工事
ごとに保険を手配する必要はありません。したがって、一部の工事のみを対象とする等の契約はでき
ません。

保険金をお支払いする主な場合

被保険者

この制度は、日本国内で被保険者が行った汚染地盤修復工事（以下「修復工事」といいます。）の結
果に起因して他人の生命や身体を害したり、他人の財物を損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失する
こと、または盗取されること）した場合に、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって
被る損害（損害賠償金や争訟費用等）に対して、保険金をお支払いします。
また、修復工事の瑕疵による汚染物質の発生または拡大に起因して他人の財物を滅失・破損または汚
損（汚染物質を放置すれば今後滅失・破損または汚損のおそれがあると判断される状態を含みます。）
し、修復工事の再施工を要する場合に、修復工事区域内の工作物を取り壊し・再構築・使用不能およ
び修復工事の再施工時追加費用について被保険者が損害賠償責任を負担することによって被る損害に
対しても、保険金をお支払いします。
保険金をお支払いできる条件は適用される普通保険約款、特別約款および特約によって異なりますの
で、詳細は普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。

汚染地盤修復工事特有の賠償リスクを補償します

補償される事故例（詳細は27～28ページをご覧ください。）

本制度加入者が日本国内で実施する汚染地盤修復工事

本制度の被保険者（保険契約により補償を受けられる方）は次のとおりです。
① 加入者（記名被保険者）
② 加入者の役員および使用人
③ 加入者の下請負人
④ 加入者の下請負人の役員および使用人
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お支払いの対象となる損害

ただし、ご加入時に、被保険者またはその代理人が、保険期間中に損害賠償請求を提起されるおそれ
のある事故または原因もしくは事由が発生していることを知っていた場合（知っていたと判断できる
合理的な理由がある場合を含みます。）は、一切の損害に対して保険金をお支払いしません。

：事故発生 ：遡及日
初年度契約

初年度契約

中抜け

第２年度契約 第３年度契約

再初年度契約

：損害賠償請求

：対象となりません。

：対象となりません。

：対象となります。

対象となります。 対象となります。

上記①から④までの保険金については、それぞれの規定により計算した損害の額から加入者証記載の
免責金額を差し引いた額をお支払いします。ただし、加入者証記載の支払限度額を限度とします。上
記⑤および⑥の保険金については、原則として支払限度額の適用はありません。ただし、⑥について
は①の損害賠償金の額が支払限度額を超える場合には、次の金額を限度とします。

　お支払いする争訟費用の額 ＝ ⑥争訟費用の額 × 
支払限度額

①損害賠償金の額
、でのすまし要を意同の社会険保受引に前事、き除を」用費置措急緊④「びよお」用費止防害損②「、おな

必ず引受保険会社までお問合わせください。
適用される普通保険約款、特別約款および特約によりその他の保険金が支払われる場合がありますので、
詳細は普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。
「①損害賠償金」についてのご注意
被保険者が被害者に対して支払わなければならない損害賠償金の額は、適用される法律の規定、被害者に
生じた損害の額および被保険者の過失割合等によって決まります。被保険者が、法律上の損害賠償責任が
ないにもかかわらず被害者に対して支払われた見舞金等は、保険金のお支払いの対象とはなりません。

この制度により補償の対象となる汚染地盤修復工事

し、保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求が提起された場合、その結果被保険者が被った損害
賠償責任が補償の対象となります。

汚染地盤修復工事の着手日にかかわらず、この制度に初めて加入した時（遡及日）以降に事故が発生

この保険では、次の表に記載された保険金をお支払いします。

法律上の損害賠償責任に基づいて損害賠償請求権者に対して支払うべき治療費や修理費等
（損害賠償請求権者に対する遅延損害金を含みます。）
事故が発生した場合の損害の発生または拡大の防止のために必要または有益であった費用
発生した事故について、他人から損害の賠償を受けることができる場合に、その権利を保
全または行使するために必要な手続に要した費用
事故が発生した場合の緊急措置（他人の生命や身体を害した場合における被害者の応急手当等）に要した費用
引受保険会社が発生した事故の解決にあたる場合、引受保険会社へ協力するために要した費用
損害賠償に関する争訟について支出した訴訟費用、弁護士報酬等の費用

損 害 の 種 類

①損害賠償金

②損害防止費用

③権利保全行使費用

④緊急措置費用
⑤協 力 費 用
⑥争 訟 費 用

内　容
＜お支払いの対象となる損害＞
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○直接であると間接であるとを問わず、被保険者が次のいずれかに該当する損害賠償責任を負担することに

○直接であると間接であるとを問わず、サイバー攻撃により生じた事象に起因する損害

よって被る損害。いずれかの事由または行為が実際に生じたまたは行われたと認められた場合に限らず、そ
れらの事由があったとの申し立てに基づいて被保険者に対して損害賠償請求がなされた場合を含みます。
　・石綿等（アスベスト、石綿製品、石綿繊維、石綿粉塵（じん））の人体への摂取または吸引
　・石綿等への曝露（ばくろ）による疾病
　・石綿等の飛散または拡散

○次の財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること。これらに起因する使用不能または
修補を含みます。）に対する損害賠償責任。なお、これらの財物の一部の欠陥によるその財物の他の部分の損壊
に対する損害賠償責任を含みます。
　・生産物
　・ 仕事の目的物のうち、事故の原因となった作業が加えられた財物（作業が加えられるべきであった場合を含みます。）
○被保険者が故意または重大な過失により法令に違反して製造、販売もしくは提供した生産物または行った仕事の
結果に起因する損害賠償責任

○被保険者が仕事の行われた場所に放置または遺棄した機械、装置もしくは資材に起因する損害賠償責任
○保険期間開始前に既に発生していた事故と同一の原因により保険期間開始後に生じた事故に基づく損害

保険金をお支払いしない主な場合
次のいずれかに該当する事故、損害等に対しては保険金をお支払いしません。

○保険契約者または被保険者の故意によって生じた損害賠償責任
○被保険者と第三者との間に損害賠償に関する特別の約定がある場合において、その約定によって加
重された損害賠償責任
○被保険者が所有、使用または管理する財物の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または
盗取されること）について、その財物につき正当な権利を有する者に対して負担する損害賠償責任
○被保険者と生計を共にする同居の親族に対する損害賠償責任
○被保険者の使用人が、被保険者の業務に従事中に被った身体の障害に起因する損害賠償責任
○戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変、暴動、労働
争議または騒擾（じょう）に起因する損害賠償責任
○地震、噴火、洪水、津波または高潮に起因する損害賠償責任

起因する損害賠償責任（ただし、不測かつ突発的な事故によるものを除きます。）
　→ 「汚染地盤修復工事に起因する土地工作物使用不能損害等補償特約」（自動セット）により一部
補償の対象となります。

○原子核反応または原子核の崩壊に起因する損害賠償責任（ただし、医学的、科学的利用もしくは一
般産業上の利用に供されるラジオ・アイソトープ《ウラン・トリウム・プルトニウムおよびこれら
の化合物ならびにこれらの含有物を含みません。》の原子核反応または原子核の崩壊による場合を
除きます。） 等

＜賠償責任保険追加特約（自動セット）でお支払いしない主な場合＞

＜特別約款でお支払いしない主な場合＞

＜普通保険約款でお支払いしない主な場合＞
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○事故が発生しまたは発生が予想される場合に、事故の拡大または同一の原因による他の事故の発生を防止する
ために生産物または仕事の目的物について講じるべき回収措置（回収、廃棄、検査、修理、交換またはその他の適
切な措置）を、被保険者が正当な理由なく怠ったときの、以後発生する同一の原因に基づく損害

○生産物が成分、原材料または部品等として使用された（生産物が、特定の製品の梱包またはコーティングを目的と
して製造または販売された場合であって、その目的のとおりに使用されたときを含みます。）財物（以下「完成品」とい
います。）の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）に起因する損害。
　ただし、完成品の損壊に起因して発生した、完成品以外の財物の損壊および身体の障害は除きます。
○生産物が製造機械等または製造機械等の部品である場合の次のいずれかに該当する損害
　・ 製造機械等により製造、生産、選別、検査、修理、包装または加工された財物（以下「製造品・加工品」といいま
す。）の損壊（滅失、破損、汚損もしくは紛失すること、または盗取されること）に起因する損害

　・ 製造品・加工品の色、形状等が本来意図したものと違うことに起因する損害。
　　ただし、製造品・加工品の損壊に起因して発生した、製造品・加工品以外の財物の損壊および身体の障害は除きます。
○医薬品等、農薬または食品のいずれかに該当する生産物が、その意図または期待された効能または性能を発揮し
なかったことに起因する損害
○直接であると間接であるとを問わず、被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者が行う次のい
ずれかに該当する行為に起因する損害
　・ 医療行為、美容整形、医学的堕胎、助産、採血その他法令により医師または歯科医師以外の者が行うことを許
されていない行為。ただし、法令により医師または歯科医師以外の者が行うことを許されている行為を除きます。

　・ はり、きゅう、あんま、マッサージ、指圧または柔道整復。法令により、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師また
は柔道整復師以外の者が行うことが許されていない行為を含みます。

○保険の対象が医薬品等、医薬品等の製造・販売、臨床試験の場合に、特定の医薬品および特定の症状・事由
に起因する損害
○ＬＰガス販売業務の結果に起因する損害　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

※上記以外にも保険金をお支払いしない場合があります。詳細は普通保険約款、特別約款および特約をご確認くだ
　さい。また、ご不明な点については、代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

○事故が発生しまたは発生が予想される場合に、事故の拡大または同一の原因による他の事故の発生を防止する
ために行った生産物または仕事の目的物（生産物または仕事の目的物が他の財物の一部を構成している場合に
は、その財物全体を含みます。）の回収措置（回収、廃棄、検査、修理、交換またはその他の適切な措置）に要する
費用（被保険者が支出したと否とにかかわらず、また損害賠償金として請求されたと否とを問いません。）およびそれ
らの回収措置に起因する損害

盤
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○ 次のいずれかに該当する場合

　・

 この保険契約が初年度契約の場合において、保険契約者、被保険者またはその代理人が、この保険契約の開始
時より前に、保険期間中に事故が発生するおそれがある、その原因または事由が生じていることを知っていた（注）とき

　・

　・

 この保険契約が継続契約の場合において、保険契約者、被保険者またはその代理人が、初年度契約の保険
期間の開始時より前に、保険期間中に事故が発生するおそれがある、その原因または事由が生じていることを
知っていた（注）とき
（注）知っていたと合理的に判断できる理由があるときを含みます。
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再修復工事をするにあた
り汚染地盤修復工事対象
区域内の土地工作物の
取り壊しが必要ですか？

 

汚染物質に起因する
事故以外の事故

（Ⅰ）
工事の瑕疵（かし）により除
去できずに残留した汚染物
質に起因する事故の場合

急速に
（不測かつ突発）

に
う
よ
の
ど
は
質
物
染
汚

？
か
た
し
ま
し
散
拡

徐々に
（じわじわと）

残留した汚染物質の流出・拡散の状況は？

※他人の財物を滅失、破損または汚損した（汚染物質を放置
すれば今後滅失、破損または汚損の恐れがあると判断され
る状態を含みます）場合

土地工作物

工事対象区域外
域
区
象
対

外
域
区
象
対

汚染物質

土地工作物
空洞

汚染物質に起因しない場合

汚
染
物
質
に
起
因
す
る
場
合

■主な事故例

下記の（Ⅰ）～（Ⅳ）の場合において、被保険者が法律上の損害賠償責任を
負担することによって被る損害に対して保険金をお支払いします。

復

（Ⅲ）または（Ⅳ）の補償と
なります。

（Ⅱ） るすを事工修再②
にあたって、取り壊
しまでには至らない。

（Ⅳ）

るすを事工復修再 ①
にあたって、取り壊
しが必要です。

（Ⅲ）
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下記の（Ⅲ）～（Ⅳ）の場合の支払要件（注）
以下のいずれかの事由により、再修復工事が求められた場合に限り、保険金支払いの対象となります。
・土壌汚染対策法、都道府県条例その他の法令に基づく行政命令を受けた場合
・確定判決、裁判上の和解またはこれらに準ずるものとして引受保険会社が認める和解が成立した場合
・公害等調整委員会または都道府県の公害審査会によるあっせん、調停、仲裁または裁定が行なわれた場合
（注）下記（Ⅱ）②の「再工事が必要になった場合」も同様です。

【補償する損害】
・不測かつ突発的な事故に因らず汚染物質が徐々に拡散した結果
当初に行われた汚染地盤修復工事対象区域内の土地工作物
の使用不能損害、取り壊し・再構築費用、再修復工事にかかる
追加費用 等

【補償する損害】
・不測かつ突発的な事故に因らず汚染物質が徐々に拡散した結果
当初に行われた汚染地盤修復工事対象区域内の土地工作物
の使用不能損害

〈事故例〉
工事の「瑕疵（かし）」により、土地に残存した有害物質がじわじわと
周辺地域に拡大し、環境汚染が発生、再修復工事が必要となった。再
修復工事のために建物を壊さなければならなくなった場合の建物の
取り壊し・再建築費用やその建物の使用不能損害（住民の仮住まい
費用、仮駐車場代、店舗の場合の休業補償等）。

〈事故例〉
工事の「瑕疵（かし）」により、土地に残存した有害物質が拡散し、再
修復工事が必要となった。再修復工事のために一時退去する住民の
仮住まい費用や、休業を余儀なくされる店舗の休業補償等。

容
内
償
補
の
合
場
の

容
内
償
補
の
合
場
の

【補償する損害】

〈事故例〉
・工事の不具合により地中に空洞が生じ、引き渡し後に陥没したた
め、地上の建物が傾いた場合の建物修理費用等

・工事の不具合により汚染物質が急速（不測かつ突発的）に拡大した
場合の住人の身体障害や近隣土地の修復工事費用

（Ⅰ）
（Ⅱ）

（Ⅲ）

（Ⅳ）

、

容
内
償
補
の
合
場
の

不測かつ突発的な事故によって生じた以下の損害または費用
①第三者の身体障害、財物の滅失、破損または汚損等（Ⅰ、Ⅱの
場合）
②再工事が必要になった場合に当初行われた汚染地盤修復工事
対象区域内の土地工作物の使用不能損害、取り壊し・再構築
費用、再修復工事にかかる追加費用（Ⅱの場合） 等

償
補
で
額
度
限
払
支
本
基

償
補
で
１
額
度
限
払
支
約
特

ご加入の内容は、保険の種類に応じた普通保険約款、特別約款および特約によって定まり
ます。詳細は普通保険約款、特別約款および特約をご確認ください。
また、ご不明な点については、代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

償
補
で
２
額
度

払
支
約
特

限
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補償タイプ（支払限度額）
　基本支払限度額、特約支払限度額１・２の内容については 27～28ページをご参照ください。

　　＊支払限度額とは、保険金をお支払いする限度額をいいます。お支払いの対象となる損害のうち、
争訟費用、協力費用については、原則として支払限度額の適用はありません。ただし、争訟費
用については損害賠償金の額が支払限度額を超える場合には取扱いが異なりますので、詳細は
「５．お支払いの対象となる損害」（24ページ）をご参照ください。

　　＊基本支払限度額は、身体障害・財物損壊共通の支払限度額となります。
　　＊保険期間中の支払限度額とは、１年間の保険期間における保険金お支払いの限度額です。
　　＊免責金額は、保険金としてお支払いする１事故ごとの損害の額から差し引く額で、お客さまの

自己負担となる金額をいいます。

保険料の算出

　汚染地盤修復工事売上高に基づいて算出した修正売上高に所定の保険料率を乗じたものを保険料
として保険期間開始前に払い込んでいただきます。
　保険料は年払（一括払）となっております。

率料険保）b（ 　×　 ）位単円万（高上売正修）a（ 　＝　料険保

　　＊保険料は１円位を四捨五入して 10円単位とします。

■補償タイプと保険料

補償タイプ 支払限度額 Ａ Ｂ Ｃ

基本支払限度額 １事故・保険
期間中共通 5,000万円 1億円 3億円

特約支払限度額1 １事故・保険
期間中共通 2,500万円 5,000万円 5,000万円

特約支払限度額2
１事故 100万円 100万円 100万円

保険期間中 500万円 500万円 500万円
保険期間中総支払限度額
免　　責　　金　　額
（自己負担額）

5,000万円

１事故50万円、100万円、300万円、500万円の
４種類から選択

1億円 3億円
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（a）修正売上高
　　汚染地盤修復工事売上高Ａ（万円単位）に修正を加え、修正売上高を算出します。

売上高の範囲 修正売上高算出式
2億円以下 Ａ
2億円超　 5億円以下 Ａ　×　0.55　＋　 9,000万円
5億円超　10億円以下 Ａ　×　0.31　＋　21,000万円

　　※汚染地盤修復工事売上高のご申告について
保険料の算出に際しましては、直近の決算書により年間工事売上高をご申告いただきます。
ただし、汚染地盤修復工事事業に新規でご参入する会員企業等、その工事業務の売上実績が無
い場合には、今後１年間の見込み売上高をご申告いただきます。

（b）保険料率
　　年間工事高（修正売上高）１万円あたりの保険料率は下表のとおりです。

補償タイプ Ａ Ｂ Ｃ

5,000万円 1億円 3億円

2,500万円 5,000万円 5,000万円
100万円/500万円 100万円/500万円 100万円/500万円

額
金
責
免

50万円 33.1 円 38.5 円 49.3 円
100万円 32.5 円 38.0 円 48.8 円
300万円 31.6 円 37.0 円 47.8 円
500万円 31.1 円 36.6 円 47.3 円

①年間売上高 5,000 万円、基本支払限度額 5,000 万円（補償タイプＡ）、免責金額 50万円プランに
ご加入の場合

）額同と高上売間年（円万000,5　＝　高上売正修）a（ 　
円1.33　＝　　率料険保）b（ 　

1.33）b（ 　×　000,5）a（ 　＝　料険保間年
　　　　　　＝　　165,500円

②年間売上高 21,500 万円、基本支払限度額１億円（補償タイプB）、免責金額 50万円のプランにご
加入の場合

円万000,9　＋　55.0　×　円万005,12　＝　高上売正修　）a（ 　
　　　　　　　　　　＝　20,825 万円

円5.83　＝　　率料険保　）b（ 　

5.83）b（ 　×　528,02）a（ 　＝　料険保間年
　　　　　　＝　　　801,760円

保 険 料 計 算 例

基本支払限度額
（総支払限度額）
特約支払限度額1
特約支払限度額2
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。すまりなにりおとの表下は）合場の円万05額金責免（ジーメイ料険保のとご高事工間年〉考参ご〈 　

補償タイプ Ａ Ｂ Ｃ
基本支払限度額

年間工事高 5,000万円 １億円 ３億円
1,000万円 33,100円 38,500円 49,300円
3,000万円 99,300円 115,500円 147,900円
5,000万円 165,500円

（保険料計算例①） 192,500円 246,500円
１億円 331,000円 385,000円 493,000円
２億円 662,000円 770,000円 986,000円
５億円 1,208,150円 1,405,250円 1,799,450円

この制度の最低保険料は１加入企業あたり 10,000 円とし、中途加入の場合も同様とします。

保険料確定方式

最低保険料

　この保険契約の保険料を定めるために用いる「保険料算出基礎」は直近の会計年度における保険算出基礎（事
業収入金額）となっており、保険期間終了後の確定精算はありません。
　なお、新たに本制度の対象業務を行われることになった企業など直近の会計年度における事業収入金額が存在
しない場合には、取扱いが異なりますのでご連絡ください。
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〈中途加入について〉
　中途加入の場合、補償の開始時期は毎月１日
（午前0時）付とし、2026年2月1日（午後4時）
　までが保険期間となります。詳しくは代理店・
　扱者までお問合わせください。

①申込人または被保険者には、告知義務があり、代理店・扱者には告知受領権があります。告知義務とは、
ご契約時に告知事項について、事実を正確に知らせる義務のことです。

②告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知を求めるもので、加入申込票（引
受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する書類をいい、申込みに必要な内容を記載した
付属書類がある場合は、これらの書類を含みます。以下、同様とします。）に記載された内容のうち、
「※」印がついている項目のことです。この項目について故意または重大な過失によって、告知がなかっ
た場合や告知した事項が事実と異なる場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことが
あります。加入申込票の記載内容を必ずご確認ください。

保険料のご送金先

銀 行 名　　三菱UFJ 銀行　本郷支店
普通預金　　口座番号 319462
口 座 名　　（社）全国地質調査業協会連合会

■お申込方法

申　込　締　切　日

ご継続の場合には、 2024年11月25日（月）
新規にご加入の場合には、2025年 1月  6日（月）

………………送金締切日　2025年１月８日（水）

………………2025年２月１日から１年間

加入申込票へのご記入・ご押印

保 険 料 の ご 送 金

保 険 期 間 開 始

お申込みの流れは次のとおりです。

加 入 申 込 票 を 申 込 窓 口 に
メ ー ル ま た は F A X

加入申込票のご送付

ご記入にあたってのご注意

　加入申込票は下記の申込窓口（ジオ・ビジネスサービス）へご提出ください。

geo-info@zenchiren-geo.co. jpメールの場合

03-3518-4901ＦＡＸの場合

保険料の払込方法
保険料の払込方法は、年払（一括払）のみとなります。

全地連事務局で加入企業からの加入申込票を確認のうえ、保険料を算出し、請求書（兼お見積書）を送付します。

銀行振込により、下記の指定口座にお振込ください。
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万一事故が発生したら…　まずはご一報を!!

相手方 加入者 三井住友海上

・情報の受付
・損害賠償責任の有無・程度、今後の
　調査・対応のポイントの検討

　万一事故が発生した場合、三井住友海上・代理店（ジオ・ビジネスサービス）が事故の円満解決に向け加入
者のバックアップを図って参ります。事故対応の流れ概要は以下のとおりです。
※本概要は、一般的な流れをご説明したもので実際の事故の際には個々に異なったケースが発生しますが、そ
の都度、三井住友海上・代理店（ジオ・ビジネスサービス）からサポートさせていただきます。
※本概要は、三井住友海上・代理店（ジオ・ビジネスサービス）と共に、加入者への適切なアドバイス、相談
の受付など、事故対応に関し協力援助を行っていきます。
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示談金の支払い

〈事故対応のポイント〉

被害者側から受け付けた事故連絡は、相手の主張、事業者側の事実認識・当面の対応等を所定の  
「事故報告書」（https://zenchiren-geo.jp）に記載し、直ちに三井住友海上またはジオ・ビジネ
スサービスへ連絡願います。三井住友海上で事故受付後ご契約内容の確認等を行います。

。

□被害者対応費用…

□初期対応費用…

＊保険の適用可否等について三井住友海上事故担当から事前に連絡します。

第三者賠償補償制度では初期段階における下記の費用をお支払いできる可能性があります。

事故報告受付後、三井住友海上事故担当から加入者へご連絡し、今後の対応についてご案内させて
いただきます。

事故が発生した場合、事故現場保存や取片付けに要する費用、事故の調査
を目的として会員企業様の使用人を事故現場に派遣する交通費、宿泊費また
は通信費等の初期対応に要する費用（

身体障害事故により賠償責任が生じるおそれがある場合に被害者に対する見舞金・
見舞品購入費用・弔慰金（被害者1名につき1万円、1事故・保険期間中50万円限度）

事故・保険期間中1,000万円限度）1

賠償責任の有無や損害の程度を把握するためには、正確な事実関係の把握に努めなければなりま
せん。被害者を訪問し道義的な対応を実施いただくとともに、後日現場調査や状況聴取等を行う
ことがある旨を申し入れます。
相手方より損害を立証する書類（診断書や修理見積書等）を取り付けます。被害状況は写真など
で記録します。一定以上の損害額や、事故の内容により三井住友海上が損害確認の必要性を認め
た場合には、三井住友海上事故担当や鑑定人、調査会社などが調査を実施します。

提出された損害立証書類や調査結果をもとに、加入者（被保険者）が負うべき法律上の損害賠償
責任の範囲を検討し、責任の有無、示談の方針（提示する損害賠償額、過失相殺の主張等）、お支
払いする予定の保険金をご案内します。
＊全地連、ジオ・ビジネスサービスからもご相談させていただくケースもあります。

□相手方と条件に折り合いがついた場合には示談書の取り交わしを行います。
□万一交渉が難航したり、調停申立や提訴に移行する場合は、弁護士の紹介等を含めご支援させて
いただきます。なお、加入者自身で弁護士を選任する場合には、三井住友海上の事前の承認が必
要となりますので、ご注意ください。

弁護士以外の者が示談を代行することは自動車保険などの一部例外を除き法律で禁止されているため、示
談は加入者自身で行っていただく必要があります。
＊三井住友海上は示談交渉上のアドバイスをさせていただきます。

示談内容につき合意が成立した段階で、相手方へ賠償金をお支払いください。なお、示談書の取り
交わしを行った場合には、賠償金のお支払いに先立ち保険金請求をいただき、保険金を受領した後に
相手方へお支払いただくことも可能です。

＊実際の取付必要資料についてはSTEP3で事前に三井住友海上事故担当からご案内します。
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■事故が発生した場合の手続

損壊

被保険者または保険金を受け取るべき方には、下表のうち引受保険会社が求める書類をご提出いただく必要があります。なお、必要に応じて下表以外
の書類のご提出をお願いする場合がありますので、ご了承ください。

（１）事故にあわれた場合の引受保険会社へのご連絡等

（２）保険金のご請求時にご提出いただく書類

■引受保険会社は、保険金請求に必要な書類（注1）をご提出いただいてからその日を含めて30日以内に、保険金をお支払いするために必要な事項（注2）の確認を終
えて保険金をお支払いします（注3）。
（注1）保険金請求に必要な書類は、上記の表をご覧ください。
（注2）保険金をお支払いする事由発生の有無、保険金をお支払いしない事由の有無、保険金の算出、保険契約の効力の有無、その他引受保険会社がお支払い

すべき保険金の額の確定のために確認が必要な事項をいいます。
（注3）必要な事項の確認を行うために、警察など公の機関の捜査結果の照会、医療機関・損害保険鑑定人など専門機関の診断・鑑定等の結果の照会、災害救助

法が適用された被災地における調査、日本国外における調査等が不可欠な場合には、普通保険約款、特別約款および特約に定める日数までに保険金を
お支払いします。この場合、引受保険会社は確認が必要な事項およびその確認を終える時期を被保険者に通知します。

■保険金請求権については時効（3年）がありますのでご注意ください。保険金請求権の発生時期等の詳細は、普通保険約款、特別約款および特約でご確認ください。
■損害賠償請求権者は、損害賠償金にかかわる被保険者の保険金請求権について保険法に基づく先取特権（他の債権者よりも優先して弁済を受ける権利）を有
します。また、原則としてこれらの保険金請求権の譲渡・質権設定・差押えはできません。

（注）事故発生の状況・日時・場所、損害賠償が請求された、または損害賠償の請
求がなされるおそれのある状況を最初に知った時の状況・日時・場所、事故
の原因、損害または費用発生の有無を確認するための書類をいいます。

●示談交渉は必ず引受保険会社とご相談いただきながらおすすめください。
この保険では、保険会社が被保険者に代わって損害賠償請求権者との示談交渉を行う「示談交渉のサービス」を行いませんが、万一、被保険者が
損害賠償責任を負う事故が発生した場合には、全地連、ジオ・ビジネスサービスおよび引受保険会社が連携をとりながら、賠償問題が円満に解決す
るようご相談に応じさせていただきます。
なお、あらかじめ引受保険会社の同意を得ないで損害賠償責任を認めたり、損害賠償金等を支払われた場合には、損害賠償責任がないと認められ
る額等が保険金から差し引かれることがありますのでご注意ください。

事故が発生した場合、あわてず、落ち着いて、次の①から③までの処置を行ったうえで、代理店・扱者または引受保険会社にご連絡ください。
損害賠償請求がなされた場合、または損害賠償請求がなされるおそれのある状況を知った場合には、次の④から⑥までの事項を代理店・扱者また
は引受保険会社にご連絡ください。

なお、上記のご連絡をいただいた後に、遅滞なく引受保険会社に書面によりご通知いただく必要があります。

①損害の発生および拡大の防止　　　　　　②相手の確認　　　　　　　　③目撃者の確認
④損害賠償請求を最初に知った時の状況　　⑤申し立てられている行為　　⑥原因となる事実
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●この保険（第三者賠償補償制度および汚染地盤修復工事賠償補償制度をさします。以下同様です。）は一般
社団法人全国地質調査業協会連合会が保険契約者となる団体契約です。

●この保険にご加入いただけるのは、お申込人・記名被保険者が一般社団法人全国地質調査業協会連合会傘下
の各協会の会員企業である場合に限ります。

●申込人と被保険者（保険契約により補償を受けられる方）が異なる場合は、この書面に記載の事項につき被
保険者の方にも必ずご説明ください。

●ご加入の内容は、保険の種類に応じた普通保険約款、特別約款および特約によって定まります。詳細は普通
保険約款、特別約款および特約をご確認ください（https://zenchiren-geo.jp）。また、ご不明な点については、
代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

●契約取扱者が代理店または引受保険会社の社員の場合は、引受保険会社の保険契約の締結権を有し、保険契
約の締結・保険料の領収・保険料領収証の発行・ご契約の管理などの業務を行っています。したがって、代
理店または引受保険会社の社員と契約され有効に成立したご契約につきましては、引受保険会社と直接契約
されたものとなります。

●ご加入いただいた後にお届けする加入者証は、内容をご確認のうえ、大切に保管してください。

●この保険契約は「共同保険に関する特約」に基づく共同保険契約です。それぞれの引受保険会社は、引受割
合に応じて、連帯することなく単独別個に保険契約上の責任を負います。また、三井住友海上は、幹事保険
会社として他の引受保険会社の業務および事務の代理・代行を行います。引受保険会社は次のとおりです。

●保険会社破綻時等の取扱い
○損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的で、「損害保険契約者保護機構」があり、
引受保険会社も加入しています。

○この保険は、保険契約者が個人、小規模法人（破綻時に常時使用する従業員等の数が２０人以下の法人を
いいます。）またはマンション管理組合（以下、「個人等」といいます。）である場合に限り「損害保険
契約者保護機構」の補償対象であり、損害保険会社が破綻した場合でも、保険金、解約返れい金等は８０
％まで補償されます。ただし、破綻前に発生した事故および破綻時から３か月までに発生した事故による
保険金は１００％補償されます。

○また、保険契約者が個人等以外の保険契約であっても、被保険者が個人等であり、かつ保険料を負担して
いる場合は、その被保険者に係る部分については、上記補償の対象となります。

●この保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申し込みください。

・三井住友海上（幹事会社）　・損害保険ジャパン　　・あいおいニッセイ同和損害保険

【個人情報の取扱いについて】

この保険契約に関する個人情報は、引受保険会社がこの保険引受の審査および履行のために利用するほか、
引受保険会社および引受保険会社のグループのそれぞれの会社（海外にあるものを含む）が、この保険契約以
外の商品・サービスのご案内・ご提供や保険引受の審査および保険契約の履行のために利用したり、提携先・委
託先等の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。
また、団体契約の安定的な運用および事故の円滑な解決のため、加入者の保険金請求状況等を保険契約者
（団体）、代理店・扱者に提供することがあります。
ただし、保健医療等のセンシティブ情報（要配慮個人情報を含む）の利用目的は、法令等に従い、業務の適切な
運営の確保その他必要と認められる範囲に限定します。
また、この保険契約に関する個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含
む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先等（いずれも海外にあるものを含む）に提供
することがあります。
引受保険会社の個人情報の取扱いに関する詳細、商品・サービス内容、引受保険会社のグループ会社の名称、
契約等情報交換制度等については、三井住友海上ホームページ（https://www.ms-ins.com）または引受保
険会社のホームページをご覧ください。

ご加入にあたっての注意事項
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施設所有（管理）者賠償責任保険
請 負 業 者 賠 償 責 任 保 険
生 産 物 賠 償 責 任 保 険
をご加入いただくお客さまへ

重要事項のご説明

契約概要のご説明

この書面では施設所有（管理）者賠償責任保険・請負業者賠償責任保険・生産物賠償責任保険
に関する重要事項（「契約概要」「注意喚起情報」等）についてご説明しています。
お申込みいただく際には、ご加入の内容がお客さまのご意向に沿っていることをご確認くだ
さい。
ご加入の内容は、普通保険約款およびご加入の保険種類ごとの特別約款・特約（以下「普通保
険約款・特約」といいます。）によって定まります。普通保険約款・特約が必要な場合は、代理
店・扱者または引受保険会社までお申出ください。
申込人と記名被保険者が異なる場合は、記名被保険者の方にもこの書面の内容を必ずお伝えく
ださい。
※この書面を、ご加入後にお届けする加入者証とあわせて保管してくださいますようお願いいたします。

ご加入に際して特にご確認いただきたい事項をこの「契約概要」に記載しています。ご加入前
に必ず読んでいただき、お申込みくださいますようお願いします。この書面は、ご加入に関す
るすべての内容を記載しているものではありません。詳細については、普通保険約款・特約に
記載していますのでご確認ください。また、ご不明な点につきましては、代理店・扱者または
引受保険会社までお問合わせください。

①「第三者賠償補償制度」
保険の種類 商品の仕組み

施設所有（管理）者
賠償責任保険

請 負 業 者
賠償責任保険

賠償責任保険普通保険約款
＋ 保険法の適用に関する特約

 （自動セット）
 賠償責任保険追加特約
 （自動セット）
＋施設所有（管理）者特別約款
　【自動セット特約】
＋　共通支払限度額特約
＋　保険料確定特約（新規事業者を除く）
＋　施設限定特約
＋　昇降機危険補償特約
＋　漏水補償特約
＋　被害者対応費用補償特約
＋　初期対応費用補償特約
＋　訴訟対応費用補償特約
＋　人格権侵害補償特約

＋請負業者特別約款
　【自動セット特約】
＋  包括契約特約⑦（事故発生ベース・仕事通知不

要・確定保険料方式）（新規事業者を除く）
＋  交差責任補償特約Ｂ（請負用・Both-Way）
＋　管理財物損壊補償特約
＋　被害者対応費用補償特約
＋　初期対応費用補償特約
＋　訴訟対応費用補償特約
＋　データ損壊復旧費用補償特約
＋　人格権侵害補償特約
＋　残置物回収費用補償対象外特約

　【任意セット特約】（注）
＋　借用・支給財物損壊補償特約
　　（オプション（１））

生 産 物 賠 償
責 任 保 険
（オプション（２））

賠償責任保険普通保険約款
＋　保険法の適用に関する特約（自動セット）
　　賠償責任保険追加特約（自動セット）
＋　生産物特別約款
　【自動セット特約】
＋　共通支払限度額特約
＋　保険料確定特約（新規事業者を除く）
＋　被害者対応費用補償特約
＋　初期対応費用補償特約
＋　訴訟対応費用補償特約
＋　追加被保険者特約

②「汚染地盤修復工事賠償補償制度」
保険の種類 商品の仕組み

生 産 物 賠 償
責 任 保 険

賠償責任保険普通保険約款
＋　保険法の適用に関する特約（自動セット）
　　　賠償責任保険追加特約（自動セット）
＋生産物特別約款 
＋  汚染地盤修復工事に起因する土地工作物使用
不能損害等補償特約

＋　損害賠償請求ベース特約
＋　共通支払限度額特約
＋　保険料確定特約（新規事業者を除く）
＋　追加被保険者特約

（１）補償内容
　①被保険者

　②保険金をお支払いする主な場合
パンフレットの「保険金をお支払いする主な場合」のページ 
をご参照ください。

　④保険金をお支払いしない主な場合（主な免責事由）
パンフレットの「保険金をお支払いしない主な場合」のペー
ジをご参照ください。なお、詳細は普通保険約款・特約の「保
険金を支払わない場合」等の項目に記載されております。

（２）セットできる主な特約
　セットできる主な特約はパンフレットをご参照ください。特
約の内容の詳細は、代理店・扱者または引受保険会社までお問
合わせください。

（３）保険期間および補償の開始・終了時期
　①保険期間
　保険期間は原則として１年間です。お客さまが実際にご加入
　いただく保険期間につきましては、パンフレットまたは加入
申込票の「保険期間」欄にてご確認ください。

　②補償の開始
　始期日の午後４時（加入申込票またはセットされる特約にこ
　れと異なる時刻が記載されている場合にはその時刻）に補償
　を開始します。

　③補償の終了
　満期日の午後４時に終了します。

（４）支払限度額等
パンフレットをご参照ください。

１．商品の仕組み ２．引受条件等

（注）任意セットの特約は必要な場合にセットします。「2. 引受条件等（２）セット
できる主な特約」をご参照ください。

　③お支払いの対象となる損害
パンフレットの「お支払いの対象となる損害」のページをご
参照ください。

　①被保険者

保険の種類
被保険者（ご加入いただいた保険契
約で補償を受けられる方をいいます。）

施設所有（管理）者賠償責任保険

請負業者賠償責任保険

生産物賠償責任保険

加入申込票（注１）の「記名被保険者」
欄に記載された方およびパンフレット
本文（注2）の「被保険者」のページ（15
ページ・23ページ）に記載の方が被
保険者となります。

ただし、適用される普通保険約款・特約によりその他の被保険者
が設定される場合がありますので、詳細は普通保険約款・特約で
ご確認ください。
（注１）引受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する書

類をいい、申込みに必要な内容を記載した付属書類がある場
合は、これらの書類を含みます。

（注２）「全地連  第三者賠償補償制度  汚染地盤修復工事賠償補償
制度」。以下、「パンフレット」といいます。
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注意喚起情報のご説明
ご加入に際して申込人にとって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項をこの「注
意喚起情報」に記載しています。ご加入される前に必ずお読みいただき、ご加入くださいます
ようお願いします。
この書面は、ご加入に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細について
は、普通保険約款・特約に記載していますのでご確認ください。ご不明な点につきましては、
代理店・扱者または引受保険会社までお問合わせください。

このご契約は、一般社団法人全国地質調査業協会連合会が保険契
約者となる団体契約であることから、クーリングオフの対象では
ありません。

２．告知義務・通知義務等

の票込申入加－務義知告（項事意注るけおに時入加ご ）１（
記載上の注意事項）

①申込人または被保険者には、告知義務があり、代理店・扱者には
告知受領権があります。告知義務とは、ご契約時に告知事項につ
いて、事実を正確に知らせる義務のことです。

②告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告
知を求めるもので、加入申込票（注）に記載された内容のうち、「※」
印がついている項目のことです。この項目について故意または重
大な過失によって、告知がなかった場合や告知した事項が事実と
異なる場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないこ
とがあります。加入申込票（注）の記載内容を必ずご確認ください。

この保険契約と補償の範囲が重なる他の保険契約等について既に
ご加入されている場合、「補償の重複」が生じることがありますの
で、必ずその内容（保険の種類、保険金額等）を告知してください。
補償の範囲が重なるのは、この保険契約と異なる保険種類にセッ
トされた特約の補償内容が同一となっているような場合もありま
す。ご不明の場合は、現在ご加入されている保険契約の内容が確
認できる書類とともに、代理店・扱者または引受保険会社までお
問合わせください。

（２）ご加入後における注意事項（通知義務等）

①ご加入後、次の事実が発生した場合には、あらかじめ（事実の発
生が申込人または被保険者の責任によらない場合は遅滞なく）ご加
入の代理店・扱者または引受保険会社までご連絡ください。
ご連絡がない場合、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないこ
とがありますので、十分ご注意ください。

○ 加入申込票の「※」印がついている項目に記載された内容に変更
が生じる場合
○ ご加入時にご提出いただいた告知書、申告書等の記載内容に変更
が生じる場合

②ご加入後、次の事実が発生する場合は、ご加入内容の変更等が必
要となります。ただちに代理店・扱者または引受保険会社までご連
絡ください。

◇加入者証記載の住所または電話番号を変更する場合
◇上記のほか、特約の追加・削除等、契約条件を変更する場合

（１）保険期間
保険期間は原則として１年間です。お客さまが実際にご加入い
ただく保険期間につきましては、パンフレットまたは加入申込
票の「保険期間」欄にてご確認ください。

（２）補償の開始

始期日の午後４時（加入申込票またはセットされる特約にこれ
と異なる時刻が記載されている場合にはその時刻）に補償を開
始します。

（３）補償の終了

満期日の午後４時に終了します。

４．保険金をお支払いしない主な場合等

（１）保険金をお支払いしない主な場合

パンフレットをご参照ください。なお、保険金をお支払いしな
い場合の詳細は普通保険約款・特約の「保険金を支払わない場
合」等の項目に記載されておりますのでご確認ください。

（２）重大事由による解除

次のことがある場合は、ご契約を解除し、保険金をお支払いで
きないことがあります。
① 保険契約者または被保険者が、引受保険会社に保険金を支払
わせることを目的として損害を生じさせ、または生じさせよ
うとしたこと。

② 被保険者が、保険金の請求について詐欺を行い、または行お
うとしたこと。

③ 保険契約者または被保険者が、暴力団関係者、その他の反社
会的勢力に該当すると認められたこと。

④ 上記のほか、①～③と同程度に引受保険会社の信頼を損ない、
保険契約の存続を困難とする重大な事由を生じさせたこと。

５．保険料の払込猶予期間等の取扱い

保険料は、パンフレット記載の方法により払い込んでください。パン
フレット記載の方法により保険料を払い込んでいただけない場合には、
保険金をお支払いできません。また、ご契約を解除する場合があります。

６．解約と解約返れい金

ご加入を中途で脱退（解約）される場合は、代理店・扱者または
引受保険会社までお申出ください。
■ ご加入の脱退（解約）に際しては、加入時の条件により、保

特にご注意ください

特にご注意ください

特にご注意ください

（１）保険料の決定の仕組み
保険料（注）は、保険料算出の基礎、支払限度額、保険期間等によっ
て決定されます。詳細は代理店・扱者または引受保険会社までお
問合わせください。
お客さまが実際にご加入いただく保険料（注）につきましては、パ
ンフレットまたは加入申込票の「保険料」欄にてご確認ください。

（２）保険料の払込方法
パンフレットをご参照ください。

このご契約には、満期返れい金・契約者配当金はありません。

ご加入の脱退（解約）に際しては、加入時の条件により、保険期間の
うち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還しま
すが、始期日から解約日までの期間に応じて払い込んでいただく
べき保険料の払込状況により、追加の保険料をご請求する場合が
あります。注意喚起情報のご説明の「６. 解約と解約返れい金」
をご参照ください。

３．保険料の決定の仕組みと払込方法等

５．解約返れい金の有無

４．満期返れい金・契約者配当金

１．クーリングオフ（ご契約のお申込みの撤回等） ３．保険期間および補償の開始・終了時期

（注）申込人が保険契約に基づいて引受保険会社に払い込むべき金銭をいい
ます。

（注）引受保険会社にこのご加入の申込みをするために提出する書類をいい、
申込みに必要な内容を記載した付属書類がある場合は、これらの書類を
含みます。
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険期間のうち未経過で
あった期間の保険料を
解約返れい金として返
還します。ただし、解
約返れい金は原則とし
て未経過期間（右図を
ご参照ください。）分
よりも少なくなります。
　 たとえば、保険期間１年・一時払のご契約を始期日から６か月
後に解約した場合、解約返れい金は払い込んでいただいた保険
料の半分よりも少なくなります。詳細は普通保険約款・特約で
ご確認ください。
■ 始期日から解約日までの期間に応じて払い込んでいただくべき
保険料の払込状況により、追加の保険料をご請求する場合があ
ります。追加で請求したにもかかわらず、その払込みがない場
合は、ご契約を解除することがあります。
■ ご契約を解約する場合、払い込んでいただいた保険料が最低保
  険料（第三者賠償責任保険制度は 3万円（オプション（2）ご加入
の場合は3万5,000円）、汚染地盤修復工事賠償補償制度は1万
円）未満のときは、その差額をご請求することがあります。

７．保険会社破綻時等の取扱い

パンフレットをご参照ください。

８．契約取扱者の権限

パンフレットをご参照ください。

９．個人情報の取扱い

パンフレットをご参照ください。

この保険商品に関するお問合わせは

下記にご連絡ください。

三井住友海上お客さまデスク

０１２０－６３２－２７７（無料）

  
  
 

遅滞なくご契約の代理店・扱者または下記にご連絡ください。

「24 時間 365 日事故受付サービス
三井住友海上事故受付センター」

０１２０－２５８－１８９（無料）

引受保険会社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を
受けた指定紛争解決機関である一般社団法人 日本損害保
険協会と手続実施基本契約を締結しています。引受保険
会社との間で問題を解決できない場合には、一般社団法
人 日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立
てを行うことができます。

一般社団法人 日本損害保険協会 そんぽＡＤＲセンター

０５７０- ０２２- ８０８
〔ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）〕

・受付時間［平日 9：15 ～ 17：00（土日・祝日および年
末年始を除きます）］

・携帯電話からも利用できます。IP 電話からは 03-4332-
5241 におかけください。

・おかけ間違いにご注意ください。
・詳細は、一般社団法人 日本損害保険協会のホームペー
ジをご覧ください。
（https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html）

代理店・扱者　株式会社 ジオ・ビジネスサービス
〒101-0047
　東京都千代田区内神田1丁目 5-13内神田ＴＫビル３階

TEL：03-3518-4900　　FAX：03-3518-4901
E-mail：geo-info@zenchiren-geo.co.jp

保険会社の連絡・相談・苦情窓口

指定紛争解決機関

引受保険会社にご相談・苦情がある場合

事故が起こった場合

引受保険会社との間で問題を解決できない場合

チャットサポートなどの各種サービス

https://www.ms-ins.com/contact/cc/

こちらからアクセスできます。



https://zenchiren-geo.jp株式会社ジオ・ビジネスサービス
ホームページ



全地連の保険制度のご紹介
全地連では会員企業の皆さまに以下の制度をご用意しております。
いずれも地質調査業者専用に企画された専用商品で、充実した補償内容となっておりますのでご加入
をご検討いただきますようお願い申し上げます。
なお、制度の詳細につきましては、全地連のホームページ（https://www.zenchiren.or.jp）または
ジオ・ビジネスサービスのホームページ（https://zenchiren-geo.jp）をご覧ください。

～報告書、設計書の瑕疵に係る
賠償責任の補償～

～現場調査・工事に係る
賠償責任の補償～

第三者賠償補償制度
汚染地盤修復工事賠償補償制度

～サイバーリスクに係る
賠償責任の補償～

地質コンサルタント総合かし
賠償補償制度

～労働災害時の補償～

労災上積み補償制度
業務災害補償プラン

～ボーリングマシンの
　　　　　　　  損害を補償～

ボーリングマシン
補償制度

～長期の就業障害に備える～

生涯収入サポート

～病気、ケガによる死亡保障～

死亡保障制度
～病気、ケガによる入院保障～

医療保障制度

サイバープロテクター
補償制度

東京都千代田区内神田1－5－13（内神田ＴＫビル3Ｆ）

東京都千代田区神田駿河台3－11－1

☎ 03－3518－4900
E-mail : geo-info@zenchiren-geo.co.jp

ＦＡＸ 03－3518－4901

☎ 03－3259－6681 ＦＡＸ 03－3259－7213

公務第一部
営業第二課

☎ 03－3518－8873 ＦＡＸ 03－3518－8876

一般社団法人 全国地質調査業協会連合会

株式会社ジオ・ビジネスサービス

三井住友海上火災保険株式会社

（全地連直属代理店）

損害保険ジャパン株式会社　　あいおいニッセイ同和損害保険株式会社非 幹 事 会 社

保険取扱代理店

引受保険会社
幹 事 会 社

制　度　運　営

〒101-0047

東京都千代田区内神田1－5－13（内神田ＴＫビル3Ｆ）〒101-0047

〒101-8011

https://zenchiren-geo.jp

本制度のお問合わせ先

A24-101146　承認年月：2024年10月


